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第１編 総論 
 

  第１章                  総則                             

 

１ 計画の目的 

この計画は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成１

６年法律第１１２号。以下「国民保護法」という。）第３５条及び第１８２条の規定に基

づき、武力攻撃事態等における避難、救援、武力攻撃災害への対処などの国民の保護の

ための措置（以下「保護措置」という。）等の実施に関する基本的な枠組みを定めること

により、本市域において、その的確かつ迅速な実施を図り、武力攻撃等から市民の生命、

身体及び財産を保護し、市民生活及び市民経済に及ぼす影響が最小となるようにするこ

とを目的とする。 

 

２ 計画の対象 

この計画は、本市域に居住する者はもとより、武力攻撃事態等又は緊急対処事態の発

生の際に、通勤、通学、旅行などで本市域に滞在する者や、市町村域を越えて本市域に

避難してきた者も保護の対象とする。また、それらの者について国籍を問わず保護の対

象とする。（以下、それらの者を「市民」という。） 

 

３ 市の責務 

市は、武力攻撃事態等及び緊急対処事態において、国民保護法その他の法令、国民の

保護に関する基本指針（以下「基本指針」という。）及び大阪府国民保護計画（以下「府

計画」という。）を踏まえ、この計画に基づき、市民の協力を得つつ、関係機関と連携協 

力し、自ら保護措置及び緊急対処保護措置（以下「保護措置等」という。）を的確かつ迅

速に実施するとともに、市域において関係機関が実施する保護措置等を総合的に推進す

る。 

 

４ 計画に定める事項 

この計画においては、国民保護法第３５条第２項及び第１８２条第２項に基づき、次

の事項について定める。 

(1) 市域に係る保護措置の総合的な推進に関する事項 
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(2) 市が実施する国民保護法第１６条第１項及び第２項に規定する保護措置に関する

事項 

(3) 保護措置を実施するための訓練並びに物資及び資材の備蓄に関する事項 

(4) 保護措置を実施するための体制に関する事項 

(5) 保護措置の実施に関する他の地方公共団体その他の関係機関との連携に関する事                        

  項 

(6) 緊急対処保護措置の実施に関し必要な事項 

(7) 前各号に掲げるもののほか、市域に係る保護措置等に関し市長が必要と認める事項 

 

５ 計画の見直し 

この計画については、今後、国における保護措置等に係る研究成果や新たなシステム

の構築、府計画の見直し、保護措置等についての訓練の検証結果等を踏まえ、不断の見

直しを行う。計画の見直しにあたっては、大阪市国民保護協議会（以下「市協議会」と

いう。）の意見を尊重するとともに、広く関係者の意見を求める。 

 

６ 計画の変更手続 

計画の変更にあたっては、国民保護法第３９条第３項の規定に基づき、市協議会に諮

問するとともに、府知事に協議のうえ計画を変更し、市会に報告し、公表するなど、計

画作成時と同様の手続をとる。 

ただし、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律施行令（以下

「国民保護法施行令」という。）で定める軽微な変更については、市協議会への諮問、府

知事への協議は行わない。 

  

７ 実施マニュアルの作成等 

本計画に基づく措置を円滑に実施するため、別途具体的な実施手順などを定める「実

施マニュアル」を作成する。 

実施マニュアルの作成・変更にあたっては、関係機関と十分協議し、その意見を尊重

する。また、計画と同様、不断の見直しを行う。 

なお、計画や実施マニュアルの作成にあたっては、大阪市地域防災計画（以下「地域

防災計画」という。）や大阪市危機管理指針（以下「危機管理指針」という。）等に基づ

く取組みの蓄積をできる限り活用する。 
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  第２章                 基本方針                              

 

市は、以下の事項を基本方針とし、特にこれらの事項に留意して、保護措置等を実施す

る。 

 

１ 基本的人権の尊重 

保護措置等の実施にあたっては、日本国憲法の保障する自由と権利を最大限に尊重す

ることとし、市民の自由と権利に制限が加えられるときであっても、その制限は必要最

小限のものに限り、公正かつ適正な手続の下に行う。 

 

２ 市民の権利利益の迅速な救済 

保護措置等の実施に伴う損失補償、保護措置等に係る不服申立て又は訴訟その他の市

民の権利利益の救済に係る手続を、できる限り迅速に処理するよう努める。 

 

３ 市民に対する情報提供 

武力攻撃事態等及び緊急対処事態においては、市民に対し、保護措置等に関する正確

な情報を、適時に、かつ、適切な方法で提供する。 

 

４ 関係機関相互の情報の共有化及び連携協力の確保 

国、府、近隣市町村並びに指定（地方）公共機関と平素から情報の共有化を図り、相

互の連携体制の整備に努める。 

 

５ 市民の協力 

保護措置等の実施のため必要があると認めるときは、国民保護法の規定により、市民

に対し、必要な援助について協力を要請する。この場合において、市民の協力は、その

自発的な意思にゆだねられるものであって、その要請にあたって強制にわたることがあ

ってはならないことに留意する。 

また、避難や救援などにおいて市民の自発的協力が得られるよう、平素から広報・啓

発等に努める。 

 

６ 指定（地方）公共機関の自主性の尊重その他の特別な配慮 

指定（地方）公共機関の保護措置等の実施方法については、当該機関が武力攻撃事態
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等の状況に即して自主的に判断するものであることに留意する。 

また、日本赤十字社が実施する保護措置等については、その特性にかんがみ、その自

主性を尊重するとともに、放送事業者である指定（地方）公共機関が実施する保護措置

等については、放送の自律を保障することにより、その言論その他表現の自由に特に配

慮する。 

 

７ 高齢者、障がい者、外国人等への配慮及び国際人道法の的確な実施 

保護措置等の実施にあたっては、高齢者、障がい者、乳幼児、妊産婦、外国人等要配

慮者の個性や生活状況に応じた、きめ細やかな保護について留意する。 

また、保護措置を実施するにあたっては、国際的な武力紛争において適用される国際

人道法の趣旨を踏まえ、的確に実施する。 

 

８ 保護措置等に従事する者等の安全の確保 

保護措置等に従事する者の安全の確保に十分に配慮する。 

また、要請に応じて保護措置等に協力する者に対しては、その内容に応じた安全の確

保に十分に配慮する。 

 

９ 地域防災計画等に基づく取組みの蓄積の活用 

武力攻撃事態等への対応については、自然災害・事故災害への対応と共通する部分が

あることから、保護措置等の実施に際しては、地域防災計画、危機管理指針その他の既

存の計画等に基づく取組みの蓄積を活用する。 

また、自主防災組織等の充実・活性化などに努めるなど地域防災力のより一層の強化

を図る。 
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  第３章          関係機関の事務又は業務の大綱                        

 

保護措置等に関し、市、府、指定地方行政機関及び指定（地方）公共機関は、おおむね

次に掲げる業務を処理する。 

 

１ 地方公共団体 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

市 

１ 市計画の作成 

２ 市協議会の設置、運営 

３ 国民保護対策本部及び緊急対処事態対策本部の設置、運営 

４ 組織の整備、訓練 

５ 警報の伝達、避難実施要領の策定、避難住民の誘導、関係機関の調整

その他の住民の避難に関する措置の実施 

６ 救援の実施、安否情報の収集及び提供その他の避難住民等の救援に関

する措置の実施 

７ 退避の指示、警戒区域の設定、消防、廃棄物の処理、被災情報の収集

その他の武力攻撃災害への対処に関する措置の実施 

８ 水の安定的な供給その他の市民生活の安定に関する措置の実施 

９ 武力攻撃災害の復旧に関する措置の実施 

府 

１ 府計画の作成 

２ 府協議会の設置、運営 

３ 国民保護対策本部及び緊急対処事態対策本部の設置、運営 

４ 組織の整備、訓練 

５ 警報の通知 

６ 住民に対する避難の指示、避難住民の誘導に関する措置、府の区域を

越える住民の避難に関する措置その他の住民の避難に関する措置の実施 

７ 救援の実施、安否情報の収集及び提供その他の避難住民等の救援に関

する措置の実施 

８ 武力攻撃災害の防除及び軽減、緊急通報の発令、退避の指示、警戒区

域の設定、立入制限区域の指定、保健衛生の確保、被災情報の収集その

他の武力攻撃災害への対処に関する措置の実施 
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９ 生活関連物資等の価格の安定等のための措置その他の府民生活の安定

に関する措置の実施 

10 交通規制の実施 

11 武力攻撃災害の復旧に関する措置の実施 

 

 

２ 指定地方行政機関 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

近畿管区警察局 １ 管区内各府県警察の保護措置等及び相互援助の指導・調整 

２ 他管区警察局との連携 

３ 管区内各府県警察及び関係機関等からの情報収集並びに報

告連絡 

４ 警察通信の確保及び統制 

近畿総合通信局 １ 電気通信事業者・放送事業者への連絡調整 

２ 電波の監督管理、監視並びに無線の施設の設置及び使用の

規律に関すること 

３ 非常事態における重要通信の確保 

４ 非常通信協議会の指導育成 

近畿財務局 １ 地方公共団体に対する災害融資 

２ 金融機関に対する緊急措置の要請 

３ 普通財産の無償貸付 

４ 被災施設の復旧事業費の査定の立会 

大阪税関 １ 輸入物資の通関手続 

近畿厚生局 １ 救援等に係る情報の収集及び提供 

大阪労働局 １ 被災者の雇用対策 

近畿農政局 １ 武力攻撃災害対策用食料及び備蓄物資の確保 

２ 農業関連施設の応急復旧 

近畿中国森林管理局 １ 武力攻撃災害対策用復旧用資材の調達・供給 

近畿経済産業局 １ ライフライン（電気、ガス、工業用水道）の復旧対策 

２ 災害対策用物資の適正な価格による円滑な供給の確保 

３ 事業者（商工業等）の業務の正常な運営の確保 



 - 7 -

中部近畿産業保安監督

部近畿支部 

１ 電気、火薬類、都市ガス、高圧ガス、液化石油ガス施設等

の保全 

２ 鉱山における災害時の応急対策 

近畿地方整備局 １ 被災時における直轄河川、国道等の公共土木施設の応急復 

 旧 

２ 港湾施設の使用に関する連絡調整 

３ 港湾施設の応急復旧 

近畿運輸局 １ 運送事業者への連絡調整 

２ 運送施設及び車両の安全保安 

大阪航空局 １ 飛行場使用に関する連絡調整 

２ 航空機の航行の安全確保 

大阪管区気象台 １ 気象状況の把握及び気象情報の提供 

第五管区海上保安本部

（大阪海上保安監部） 

１ 船舶内に在る者に対する警報及び避難措置の指示の伝達 

２ 海上における避難住民の誘導、秩序の維持及び安全の確保 

３ 生活関連等施設の安全確保にかかる立入制限区域の指定等 

４ 海上における警戒区域の設定等及び退避の指示 

５ 海上における消火活動及び被災者の救助・救急活動、その

他の武力攻撃災害への対処に関する措置 

近畿地方環境事務所 １ 有害物質等の発生等による汚染状況の情報収集及び提供 

２ 廃棄物処理施設等の被害状況、がれき等の廃棄物の発生量

の情報収集 

近畿中部防衛局 １ 所管財産（周辺財産）の使用に関する連絡調整 

２ 米軍施設内通行等に関する連絡調整 

 

３ 指定（地方）公共機関 

機関の名称 事務又は業務の大綱 

災害研究機関 １ 武力攻撃災害に関する指導、助言等 

放送事業者 １ 警報及び避難の指示（警報の解除及び避難の指示の解除を

含む）の内容並びに緊急通報の内容の放送 

運送事業者 １ 避難住民の運送及び旅客の運送の確保 

２ 緊急物資の運送及び貨物の運送の確保 
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電気通信事業者 １ 避難施設における電話その他の通信設備の臨時の設置に

おける協力 

２ 通信の確保及び保護措置等の実施に必要な通信の優先的

取扱い 

電気事業者 １ 電気の安定的な供給 

ガス事業者 １ ガスの安定的な供給 

郵便事業者 １ 郵便の確保 

一般信書便事業者 １ 信書便の確保 

病院その他の医療機関 １ 医療の確保 

河川管理施設及び道路

の管理者 

１ 河川管理施設及び道路の管理 

日本赤十字社 １ 救援への協力 

２ 外国人の安否情報の収集、整理及び回答 

日本銀行 １ 銀行券の発行並びに通貨及び金融の調節 

２ 銀行その他の金融機関の間で行われる資金決済の円滑の

確保を通じた信用秩序の維持 
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  第４章         市の地理的、社会的特徴                      

 

第１節 地勢 

 

本市は、東経１３５度２２分から１３５度３６分、北緯３４度３５分から３４度４６分

に位置し、わが国のほぼ中央部にあり、面積は２２２．４７km2である。 

 西は大阪湾に面し、南は大和川で堺、松原の両市につづき、北は神崎川を隔てて尼崎、

豊中、吹田、摂津の各市に連なり、東は守口、門真、大東、東大阪、八尾の各市に接し、

いわゆる摂河泉の連山が起伏をめぐらす大阪平野の要地を占め、近畿地方の海陸交通の要

衝をなしている。 

地形は、市の中央部からやや東寄りを南北に縦貫する南北９km、東西２kmにわたる上町

台地とその周辺をめぐる低地からなり、市街は概ね平地である。 

また、本市は、「水の都」の名にふさわしく、大小多数の河川が市内を縦横に貫流してい

るが、その根幹をなす淀川は、本市の東北部で分流して淀川本流、旧淀川（大川、堂島川、

安治川）、土佐堀川、尻無川、木津川等となってそれぞれ大阪湾に注いでいる。 

 

 

 

第２節 気候 

 

本市は、その位置、地勢から気候は概ね温和で、いわゆる瀬戸内性気候に属し、気温は

平年値（１９８１～２０１０年）では年平均１６．９℃である。 

降水量は、梅雨期の６、７月に最も多く、ついで台風と秋の長雨を含む９月となってお

り、冬期が最も少ない。 

風向は、冬期には西ないし北西の風がかなり吹くことがあるが、概して北東又は西の風

が多く、風速は年平均２.６m/s程度である。 
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【気温・降水量・風速の概況】 

    

    

    

 

          

 

 

 

 

                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：気象庁ホームページより） 
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【風向の出現率】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 人口 

 

１ 常住人口 

平成２２年国勢調査結果における本市の人口は２６６万５３１４人で、男女別にみる

と、男１２９万３７９８人、女１３７万１５１６人である。行政区別にみると、平野区

が２０万５人と最も多く、次いで、東淀川区が１７万６５８５人、淀川区が１７万２０

７８人、城東区が１６万５８３２人、住吉区が１５万５５７２人などとなっている。 

また、人口密度は、１平方キロメートルあたり１万１９８１人である。 

本市人口の年齢構成をみると、１５歳未満の年少人口は、３０万８０９３人（総人口

の１１．６％）、１５歳から６４歳の生産年齢人口は１７３万４４３２人（同６５．１％）、

６５歳以上の老年人口は５９万８８３５人（同２２．５％）である。 
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（資料：大阪管区気象台ホームページ「大阪府の気象・大阪府の風」より） 
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（単位：k㎡・人・世帯）

総　数 男 女
総　数 222.47 1,317,990 2,665,314 1,293,798 1,371,516 11,981
北 10.33 65,204 110,392 52,754 57,638 10,687
都　島 6.05 50,075 102,632 49,534 53,098 16,964
福　島 4.67 34,379 67,290 31,818 35,472 14,409
此　花 16.41 29,495 65,569 31,949 33,620 3,996
中　央 8.88 49,062 78,687 36,885 41,802 8,861
西 5.20 47,073 83,058 39,283 43,775 15,973
港 7.90 40,713 84,947 41,761 43,186 10,753
大　正 9.43 30,521 69,510 34,147 35,363 7,371
天王寺 4.80 34,730 69,775 32,307 37,468 14,536
浪　速 4.37 42,392 61,745 31,306 30,439 14,129
西淀川 14.23 43,608 97,504 48,303 49,201 6,852
淀　川 12.64 91,116 172,078 85,078 87,000 13,614
東淀川 13.25 91,894 176,585 86,952 89,633 13,327
東　成 4.55 38,920 80,231 38,410 41,821 17,633
生　野 8.38 62,808 134,009 64,191 69,818 15,992
旭 6.30 43,842 92,455 44,289 48,166 14,675
城　東 8.42 76,043 165,832 79,519 86,313 19,695
鶴　見 8.16 45,264 111,182 53,279 57,903 13,625
阿倍野 5.99 49,318 106,350 49,015 57,335 17,755
住之江 20.77 56,593 127,210 61,007 66,203 6,125
住　吉 9.34 73,917 155,572 73,145 82,427 16,657
東住吉 9.75 60,057 130,724 61,923 68,801 13,408
平　野 15.30 86,500 200,005 95,072 104,933 13,072
西　成 7.35 74,466 121,972 71,871 50,101 16,595

（備考）面積は、国土交通省国土地理院発表の平成22年10月１日現在の面積を使用している。

        当該区市の面積比で按分した数値を用いている。

        ただし、淀川区の面積は、豊中市との合計値として発表されているため、昭和62年の

人口の区別分布
（平成22年１０月１日現在）

区　　名 面　積 世帯数
人　　　　口 人口密度

（1k㎡当たり）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（大阪市都市計画局「平成26年度版」「大阪市統計書」より作成） 
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（単位：人）

区　　名 夜間人口 流入人口 流出人口 流入超過人口 昼間人口 昼夜間人口比率

総　数 2,665,314 1,113,574 240,312 873,262 3,538,576 132.8
市内流動全区 451,602 451,602 0
北 110,392 296,886 24,573 272,313 382,705 346.7
都　島 102,632 29,193 31,157 -1,964 100,668 98.1
福　島 67,290 42,737 20,231 22,506 89,796 133.4
此　花 65,569 30,693 17,337 13,356 78,925 120.4
中　央 78,687 402,750 15,651 387,099 465,786 591.9
西 83,058 115,208 20,575 94,633 177,691 213.9
港 84,947 27,512 21,815 5,697 90,644 106.7
大　正 69,510 18,735 15,737 2,998 72,508 104.3
天王寺 69,775 66,879 20,186 46,693 116,468 166.9
浪　速 61,745 47,640 12,201 35,439 97,184 157.4
西淀川 97,504 29,329 25,828 3,501 101,005 103.6
淀　川 172,078 95,763 46,155 49,608 221,686 128.8
東淀川 176,585 37,585 47,516 -9,931 166,654 94.4
東　成 80,231 24,564 23,364 1,200 81,431 101.5
生　野 134,009 27,345 29,536 -2,191 131,818 98.4
旭 92,455 20,585 26,763 -6,178 86,277 93.3
城　東 165,832 35,315 51,294 -15,979 149,853 90.4
鶴　見 111,182 20,668 33,309 -12,641 98,541 88.6
阿倍野 106,350 41,226 32,379 8,847 115,197 108.3
住之江 127,210 45,287 31,703 13,584 140,794 110.7
住　吉 155,572 29,690 42,773 -13,083 142,489 91.6
東住吉 130,724 22,594 35,909 -13,315 117,409 89.8
平　野 200,005 34,340 47,256 -12,916 187,089 93.5
西　成 121,972 22,652 18,666 3,986 125,958 103.3

（平成２２年１０月１日現在）

（備考） 　１　国勢調査結果

　　　　　　２　夜間人口は、年齢不詳を除く。

　　　　　　３　マイナスは流出超過を示す。

区別昼間流動人口

２ 昼間人口 

平成２２年国勢調査による本市の昼間人口は、３５３万８５７６人である。人口の流

入・流出状況をみると、就業・通学のため市外から本市へ流入する人口は１１１万３５

７４人（就業者１０３万１０８７人、通学者８万２４８７人）で、一方、本市から市外

へ流出する人口は２４万３１２人であり、その結果、流入超過人口は、８７万３２６２

人となっている。 

また、これとは別に、本市に1日平均約５７万人のビジター（うち観光ビジター 約２

９万人）が訪れると推計されている。（平成２０年度「大阪市の観光動向調査」） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（大阪市都市計画局「平成26年度版」「大阪市統計書」より） 
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【常住地別大阪市への流入人口】 

 

             （総務省統計局「平成22年国勢調査の結果」に基づき作成） 

 

３ 外国人登録人口 

平成２６年３月末現在における本市の外国人登録人口は、１１万５７０５人である。 

国籍（出身地）別にみると、韓国・朝鮮が７万２９８０人（外国人登録人口総数の６

３．１％）で最も多く、以下、中国２万６０９４人（同２２．６％）、フィリピン２９１

５人（同２．５％）、台湾２３６９人（同２．０％）、ベトナム２１４１人（同１．９％）

となっている。 

区別に見ると、生野区が２万７７２０人（外国人登録人口総数の２４．０％）と最も

多く、次いで平野区が７５０３人（同６．９％）、中央区７２９５人（同６．３％）、東

成区６７３５人（同５．８％）の順となっている。 
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第４節 道路の位置等 

 

１ 主な自動車専用道路 

市内の高速道路は、平成２７年２月末現在、阪神高速道路１０路線、８９．０㎞、近

畿自動車道１路線、４．９㎞が供用されている。 

阪神高速道路は、大阪市中央部の環状線を中心に、神戸線が府県境を越えて神戸市へ、

湾岸線が同じく神戸市及びりんくうタウン(泉佐野市)まで伸びているほか、大阪空港及

び池田方面、守口、東大阪、松原、堺の各方面へと放射状の路線となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

                           

          

 

 

 

 

２ 主な一般道路 

本市の道路の現状は、国道１３路線（１１５㎞）、府道２８路線（１８３㎞）、市道 

１１，７３９路線（３，５８２㎞）で、合計１１，７８０路線（３，８８０㎞）となっ

ている。 

また、本市の道路は、国道が主に放射状の道路網を形成しているのに対して、府道は

概ね放射環状を形成し、幹線市道は格子状の道路網を形成している。 

  

 

 凡例 
 
供用区間 
 
事業中区間 
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３ 自動車保有台数 

平成２６年３月末現在、市内で８３万６２８８台の自動車が保有されており、その内

訳は、乗用自動車４７万７５０２台、軽自動車１９万８７０７台、貨物用自動車１０万

９７６６台、バス１９９８台、小型二輪車２万５３４台ほかとなっている。 

（大阪市都市計画局「大阪市統計書」より） 

 

 

 

第５節 鉄道、港湾、空港の位置等 

 

１ 鉄道 

地下鉄・ニュートラムは、市内の公共交通の中心として、現在９路線（１３３駅）が

営業しており、１日あたりの平均乗車人員は、約２３５万人（平成２５年度）である。

また、ＪＲ・私鉄は、本市と周辺都市を結ぶ主要な公共輸送機関であり、現在、７社２

５路線（１４０駅）が営業しており、市内各路線の乗車人員は、１日平均約３０１万人

（平成２５年度）である。 

市内の主要駅の乗車人員は、１１の駅（地下鉄：梅田・難波・天王寺・本町・淀屋橋、

ＪＲ：大阪・天王寺・京橋、阪急：梅田、近鉄：大阪難波、南海：難波）で１日の乗車

人員が１０万人を超えている。（地下鉄は平成２５年１１月１日（火）実施の交通調査結

果、ＪＲ・私鉄は平成２５年度の１日平均） 
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（大阪市交通局より） 
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２ 港湾  

市内には、本市が管理する特定重要港湾の大阪港がある。 

        

（大阪市港湾局ホームページより） 

３ 空港 

空港は、市内には所在していない。なお、大阪府には、第１種空港として、大阪国際

空港（豊中市、池田市、兵庫県伊丹市に所在）及び関西国際空港（泉佐野市、泉南市、

田尻町に所在）、第２種空港として、八尾空港（八尾市所在）の３空港がある。 

        

            

（大阪市港湾局ホームページより作成） 
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ドージマ地
下センター

中之島
地下街

ホワイティ
うめだ

大阪駅前
地下街

大阪駅前ﾀﾞｲ
ﾔﾓﾝﾄﾞ地下街
（ﾃﾞｨｱﾓｰﾙ大阪）

京阪
中之島線
渡辺橋駅

北 北 北 北 北 北

8,122㎡ 3,231㎡ 33,942㎡ 12,428㎡ 48,344㎡ 1,510㎡

合計 58 14 211 74 85 8

飲食店 23 9 76 13 5 5

物販店 21 5 115 20 75 2

その他 14 - 20 41 5 1

京阪
中之島線
大江橋駅

なんば
ウォーク

ＮＡＭＢＡ
なんなん

長堀地下街
クリスタ長堀

あべちか

北 中央 中央 中央 天王寺

960㎡ 37,880㎡ 7,056㎡ 81,818㎡ 9,771㎡

合計 3 243 66 101 44

飲食店 - 68 24 22 23

物販店 2 159 35 58 16

その他 1 16 7 21 5

店
舗
数

地下街名

行政区

総面積

店
舗
数

地下街名

行政区

総面積

第６節 主な施設等 

 

１ 地下街・高層建築物 

本市には、地下街が１１か所ある。最も延べ面積が広いのは、長堀地下街（クリスタ

長堀）で、８万１８１８㎡あり、次いで大阪駅前ダイヤモンド地下街（ディアモール大

阪）４万８３４４㎡、なんばウォーク３万７８８０㎡、ホワイティうめだ３万３９４２

㎡、となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成26年3月31日現在：平成25年消防年報より） 

 

 

また、高層建築物は、阿倍野区のあべのハルカス（高さ３００ｍ）、住之江区の大阪府

咲洲庁舎（旧大阪ワールドトレードセンタービルディング）（同２５６ｍ）、港区のオー

ク２００（同２００ｍ）などがある。 
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２ 石油コンビナート等 

石油コンビナート等災害防止法の規定に基づいて、石油コンビナート等特別防災区域

として大阪北港地区（此花区）３．６km2が指定（平成１２年１２月）されている。 

また、原子力事業所は、市内には所在していない。なお、大阪府内には、京都大学原

子炉実験所（熊取町）、原子燃料工業株式会社熊取事業所（熊取町）及び近畿大学原子力

研究所（東大阪市）の３か所の原子力事業所が立地している。 

 

３ 自衛隊施設 

自衛隊の施設は、市内には所在していない。なお、大阪府内には、陸上自衛隊中部方

面隊の八尾駐屯地（八尾市）、信太山駐屯地（和泉市）がある。 

海上自衛隊及び航空自衛隊の施設等は、府内には所在していない。
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  第５章        計画が対象とする事態                  

 

この計画においては、対象とする武力攻撃事態及び緊急対処事態として、府計画におい

て想定されている以下に掲げる事態（類型・事態例）を対象とし、海外では大都市におい

て大規模テロが多く発生していること、大阪は人・もの・情報が集まる大都市圏の要所で

あることを踏まえ、特に、ゲリラ・特殊部隊による攻撃や緊急対処事態に留意するものと

する。 

なお、市域における事態の想定については、今後も、国、府からの情報等を踏まえ、関

係機関と連携して研究していく。 

 

１ 武力攻撃事態の類型 

武力攻撃とは、我が国に対する外部からの武力攻撃をいい、武力攻撃事態とは、武力

攻撃が発生した事態又は発生する明白な危険が切迫していると認められるに至った事態

をいう。また、武力攻撃予測事態とは、武力攻撃事態には至っていないが、事態が緊迫

し、武力攻撃が予測されるに至った事態をいう。 

武力攻撃事態の類型としては、次のとおりである。 

 

① 着上陸侵攻 

② ゲリラや特殊部隊による攻撃 

③ 弾道ミサイル攻撃 

④ 航空攻撃 

 

 

２ 緊急対処事態の事態例 

緊急対処事態とは、武力攻撃の手段に準ずる手段を用いて多数の人を殺傷する行為が

発生した事態又は発生する明白な危険が切迫していると認められるに至った事態で、国

家として緊急に対処することが必要なものをいう。 

緊急対処事態の事態例としては、次のとおりである。 
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① 攻撃対象施設等による分類 

ア 危険性を内在する物質を

有する施設等に対する攻撃

が行われる事態 

・石油コンビナート、可燃性ガス貯蔵施設等の爆破 

・危険物積載船への攻撃 

イ 多数の人が集合する施設、

大量輸送機関等に対する攻

撃が行われる事態 

・大規模集客施設、ターミナル駅等の爆破 

・列車等の爆破 

② 攻撃手段による分類 

ウ 多数の人を殺傷する特性

を有する物質等による攻撃

が行われる事態 

・ダーティボム等の爆発による放射能の拡散 

・炭疽菌等生物剤の航空機等による大量散布 

・地下街等におけるサリン等化学剤の大量散布 

・水源地に対する毒素等の混入 

エ 破壊の手段として交通機

関を用いた攻撃等が行われ

る事態 

・航空機等による多数の死傷者を伴う自爆テロ 
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  第６章             緊急対処事態への対処                   

 

１ 基本的事項 

この計画が対象として想定する緊急対処事態については、前章２に掲げるとおりであ

る。 

緊急対処事態及び緊急対処保護措置に関しては、国民保護法第１７２条から１８２条

までの規定により、基本的な事項が定められているほか、第１８３条の規定により、武

力攻撃事態及び保護措置に関する規定が基本的に準用されることとなる。（但し、生活関

連物資等の価格安定に関する規定、赤十字標章等及び特殊標章等の交付等に関する規定

などについては準用されない。） 

緊急対処事態は、武力攻撃事態等におけるゲリラや特殊部隊による攻撃等と類似の事

態が想定されるため、市は、緊急対処事態対策本部の設置や緊急対処保護措置の実施な

どの緊急対処事態への対処については、警報の伝達及び通知に関し特別な対応を行う場

合などを除き、武力攻撃事態等への対処に準じて行う。 

本計画においては、第２編以下に武力攻撃事態等への対処について定め、緊急対処事

態に関してはそれらの記述を読み替えるものとする。その際の主な用語の読み替えは、

次表のとおりとする。 

 

武力攻撃事態等 緊急対処事態 

保護措置 緊急対処保護措置 

武力攻撃災害 緊急対処事態における災害 

（国民保護）対策本部(長) 緊急対処事態対策本部(長) 

武力攻撃 緊急対処事態における攻撃 

 

２ 緊急対処事態対策本部 

市は、国の緊急対処事態対処方針が定められ、国から緊急対処事態対策本部を設置す

べき市の指定の通知を受けたときは、市緊急対処事態対策本部を設置し、緊急対処事態

対処方針に基づき、自ら緊急対処保護措置を的確かつ迅速に実施するとともに、関係機

関の実施する緊急対処保護措置を総合的に推進する。 
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３ 緊急対処事態への対処にあたっての留意事項 

(1) 国の事態認定前の対処 

緊急対処事態は、突発的に発生し、発生当初は事故との判別が困難なことが多いと

考えられる。そのため、国民保護法に基づく緊急対処保護措置は、国における事態認

定の後に実施することとされているが、国の事態認定前の段階においても、市民の生

命、身体及び財産を保護するため、現場において初動的な被害への対処が必要となる

ことが想定される。その場合、市は、本計画第２編第１章第１節「２ 原因不明の事

案が発生した場合」の定めに従い、地域防災計画又は危機管理指針等に基づき、迅速

に当該事案に対処する。 

(2) 緊急対処事態における警報 

緊急対処事態においては、国の対策本部長により、攻撃の被害又はその影響の及ぶ

範囲を勘案して、警報の伝達・通知の「対象となる地域」の範囲が決定される。 

市長は、府知事から警報の通知を受けたとき、又は、全国瞬時警報システム（J-ALERT）

や緊急情報ネットワークシステム（Em-Net）により警報の通知を受けたときは、直ち

に、その内容を「対象となる地域」の住民及び自主防災組織等に伝達するとともに、

市の他の執行機関（教育委員会等）及びその他の関係機関（公立大学法人大阪市立大

学（以下「市立大学」という。）等）に対し通知する。 

緊急対処事態における警報の伝達、通知、解除等については、上記によるほか、本

計画第２編第２章に定める警報に準じて、これを行う。 

(3) 市民生活の安定に関する措置の取扱い 

    本計画第２編第５章に定める「市民生活の安定」に関する措置のうち、武力攻撃事

態等が長期にわたる場合を前提とした、生活関連物資等の価格安定、避難住民等の生

活安定等については、長期にわたるものとは想定されていない緊急対処事態には準用

されない。 

(4) 赤十字標章等及び特殊標章等の交付等に関する取扱い 

   赤十字標章等及び特殊標章等は、武力紛争において使用されるものであることから、

本計画第３編第３章に定める「赤十字標章等及び特殊標章等の交付及び管理」につい

ては、武力紛争でない緊急対処事態には準用されない。 

 



 - 25 -

第２編 武力攻撃事態等への対処 

 

  第１章              実施体制の確立                           

 

第１節 市の実施体制 

 

多数の死傷者や建造物の破壊等の事案の発生後、国において直ちに武力攻撃事態等の認

定がある場合は、国民保護対策本部を設置する。 

また、当該事案の発生後、その事案の原因が不明であることなどから、国において直ち

に事態等の認定がない場合（以下「原因不明の事案が発生した場合」という。）は、迅速

かつ的確に初動対処を実施するため、事案に応じて、災害対策（緊急）本部又は危機事態

対策本部を、必要な期間、設置する。 

 

１ 事案の発生後直ちに事態等の認定がある場合 

(1) 市対策本部 

事案の発生後、国において直ちに事態等の認定がなされ、内閣総理大臣から総務大

臣（消防庁）及び府知事を経由して、対策本部を設置すべき地方公共団体の指定の通

知を受けたときは、市長は、直ちに市国民保護対策本部（以下「市対策本部」という。）

を設置し、市及び市域内の関係機関が実施する保護措置の総合的な推進を図る。  

なお、市長は、市が対策本部を設置すべき地方公共団体の指定が行われていないと

きで、市における保護措置を総合的に推進するために必要があると認める場合は、府

知事を経由して内閣総理大臣に対し、対策本部を設置すべき指定を行うよう要請する。 

(2) 区対策本部 

市対策本部が設置されたとき、区長は、区国民保護対策本部（以下「区対策本部」

という。）を設置し、区が実施する保護措置の総合的な推進を図る。 
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《図：事案の発生後直ちに事態等の認定がある場合の実施体制》 

事案の発生

国 府 市

対策本部 国民保護対策本部 国民保護対策本部

通知 通知

 
２ 原因不明の事案が発生した場合 

(1) 市危機事態連絡調整会議 

   多数の死傷者や建造物の破壊等の事案が発生する兆候などの情報を入手した場合、

直ちに府に報告するとともに、市危機事態連絡調整会議を設置し、収集された情報の

分析・検討を行い、当該事案への対処方針等を決定する。 

(2) 市災害対策（緊急）本部・市危機事態対策本部 

原因不明の事案が発生した場合には、市民の生命、身体及び財産を保護するために

初動的な対処が必要であることから、当該事案の態様が災害対策基本法第２条第１号

に規定する災害に該当する場合にあっては、市災害対策（緊急）本部を設置し、地域

防災計画に基づき、応急対策を実施する。 

また、該当しない場合にあっては、市危機事態対策本部を設置し、関係機関との調

整等に基づき、消防法その他の法令の規定を活用して、応急対策を実施する。 

(3) 区災害対策（緊急）本部 

市災害対策（緊急）本部が設置されたとき、当該事案が発生した区又は発生するお

それのある区に、区災害対策（緊急）本部を設置する。 

また、区長が必要と認めたとき、当該区に区災害対策（緊急）本部を設置する。こ

の場合は、区長は速やかに市長（又は副市長（副市長の事務分担等に関する規則第２

条第１項の第１順位の副市長））に報告する。 

(4) 市対策本部・区対策本部 

上記(2)・(3)の本部を設置した後に、政府において事態等の認定が行われ、国民保

護対策本部を設置すべき地方公共団体の指定の通知があった場合は、上記(2)・(3)の

本部を廃止し、直ちに市対策本部・区対策本部を設置する。 
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《図：原因不明の事案が発生した場合の実施体制》 

危機事態連絡調整会議

危機事態
対策本部

災害
対策本部

事案の発生

国 府

国民保護対策本部

国民保護対策本部

通知 通知

対策本部

市

事態認定前

報告

報告

事態認定後

 

 

第２節 市国民保護対策本部等 

 

１ 市対策本部 

(1) 市対策本部の設置等 

ア 設置場所等 

市長は、市対策本部を本庁舎内に設置する。また、本庁舎が被災するなど本庁舎

内に市対策本部が設置できない場合においては、市の施設の中から事態の状況等を

考慮して指定した施設に設置する。 

市長は、市対策本部を設置したときは、その旨を市会に連絡するとともに、関係

機関に通知し、市民に公表する。 

イ 市対策本部の所掌事務 

(ｱ) 保護措置の実施に関すること。 

(ｲ) 情報の収集、伝達に関すること。 

(ｳ) 職員の配備に関すること。 

(ｴ) 関係機関に対する応援の要請及び応援に関すること。 
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(ｵ) 他の市町村との連携に関すること。 

(ｶ) 現地調整所の設置に関すること。 

(ｷ) 国・府の現地対策本部との連携に関すること。 

(ｸ) その他重要な事項の決定に関すること。 

ウ 組織 

  市対策本部の事務を分掌させるため、市対策本部に部を置く。 

  部の名称及び分掌事務等については、別表１のとおりとする。 

  市国民保護対策本部長（以下「市対策本部長」という。）は、特に必要があると

認めるときは、別表１と異なる編成をとることができる。 

  部長は、部内の組織及び事務分担等を定める。 

  市対策本部の組織図は、別表２のとおりとする。 

エ 会議 

市対策本部の所掌事務について方針を策定し、その実施を推進するため必要があ

る場合、市対策本部長は、市国民保護対策副本部長（以下「市対策副本部長」とい

う。）及び市国民保護対策本部員（以下「市対策本部員」という。）を招集して、

市国民保護対策本部会議（以下「市対策本部会議」という。）を開催する。 

市対策本部長は、緊密な連絡を図る必要があると認めるときは、国や府、関係公

共機関の職員等の出席を求める。 

オ 事務局 

市対策本部の事務を処理するため事務局を置き、事務局は危機管理室が担当する。 

  カ 廃止 

    市長は、内閣総理大臣から総務大臣（消防庁）及び府知事を経由して、対策本部

を設置すべき地方公共団体の指定の解除の通知を受けたときは、遅滞なく、市対策

本部を廃止する。 
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(2)  市対策本部長等の職務 

市対策本部長 市長 
市対策本部の事務を総括
する 

市対策副本部長 副市長（３名）、危機管理監 

市対策本部長を補佐し、市
対策本部長に事故あると
きは、副市長の事務分担等
に関する規則第2条第1項
に掲げる順序により、副市
長がその職務を代理する。 
また、すべての副市長が参
集できない場合は、危機管
理監が市対策本部長の職
務を代理する。 

市危機管理監 危機管理監 
市対策本部長の命を受け、
市対策本部の事務を掌理
する。 

市対策本部員 

・大阪市市長直轄組織設置条例

（平成２４年大阪市条例第１

２号）第１条に掲げる組織の

長 

・大阪市事務分掌条例（昭和３

８年大阪市条例第３１号）第

１条に規定する局及び室の長 

・会計室長、消防局長、交通局

長、水道局長、教育長、市会

事務局長、行政委員会事務局

長、中央卸売市場長 

市対策本部長の命を受け、
市対策本部の事務に従事
する。 

市対策本部 

駐在員 

部長が部の課長級以上の職員等
のうちから指名する職員 

市対策本部長、市対策副本
部長、市危機管理監、市対
策本部員を補佐する。 

市対策本部 
連絡員 

部長及び区対策本部長（区長）が
指名する職員 

市対策本部連絡員室に常
駐し、自己の属する部又は
区対策本部と市対策本部
との連絡にあたる。 

 
(3)  市対策本部長の権限 

市対策本部長は、市域における保護措置を総合的に推進するため、次の権限を適切

に行使し、保護措置を的確かつ迅速に実施する。 
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 区 分 権  限  内  容 

① 
市域の保護措置に関
する総合調整 

・市域に係る保護措置を的確かつ迅速に実施するために
必要があると認めるときは、自らが実施する保護措置
に関する総合調整を行う。 

② 

府国民保護対策本部
長（以下「府対策本
部長」という。）に
対する総合調整の要
請 

・府対策本部長に対して、府並びに指定（地方）公共機

関が実施する保護措置に関して所要の総合調整を行

うよう要請する。 
・府対策本部長に対して、国の対策本部長が指定行政機
関及び指定公共機関が実施する保護措置に関する総
合調整を行うよう要請することを求める。 

③ 情報提供の求め 
・府対策本部長に対して、市域に係る保護措置の実施に
関し総合調整を行うため必要があると認めるときは、
必要な情報の提供を求める。 

④ 
保護措置に係る実施
状況の報告又は資料
の求め 

・総合調整を行うに際して、関係機関に対し、市域に係
る保護措置の実施の状況について報告又は資料の提
出を求める。 

⑤ 
市教育委員会に対す
る措置の実施の求め 

・市教育委員会に対して、市域に係る保護措置を実施す
るために必要な限度において、必要な措置を講ずるよ
う求める。 

 
２ 区対策本部 

(1) 区対策本部の設置等 

  ア 設置場所 

    区長は、区対策本部を区役所内に設置する。また、区役所が被災するなど区役所

内に区対策本部が設置できない場合においては、事態の状況等を考慮して指定した

市の施設に設置する。 

  イ 所掌事務 

(ｱ) 区における保護措置の実施に関すること。 

     (ｲ) 区における情報の収集、伝達に関すること。 

     (ｳ) 区における職員の配備に関すること。 

     (ｴ) その他区における重要な事項の決定に関すること。 

ウ 組織 

    区対策本部の事務を分掌させるため、区対策本部に班を置く。 

班の名称及び分掌事務については、別表３のとおりとする。 

区対策本部長は、特に必要があると認めるときは、別表３と異なる編成をとるこ

とができる。この場合においては、遅滞なく市対策本部長に報告しなければならな



 - 31 -

い。 

    区対策本部の組織図は、別表２のとおりとする。 

エ 廃止 

区長は、市対策本部が廃止されたとき、又は市対策本部長が認めたときは、遅滞

なく、区対策本部を廃止する。 
 

(2) 区対策本部長等の職務 

 

区対策本部長 区長 

市対策本部長の命を受け、区対策本部の事務
を総括し、区対策本部の職員を指揮監督する。 
当該区の区域内に所在する市立の校園、消防

署等に対し、保護措置の実施に必要な限りにお
いて、必要な指示をすることができる。 
なお、災害時などの緊急時に臨時的に区対策

本部長の権限を行使できる「代行者」をあらか
じめ各区において定め危機管理室に報告する。 

区対策副本部長 総務担当課長等 
区対策本部長を補佐し、区対策本部長に事故

あるときはその職務を代理する。 

 

(3) 各部の支援 

区対策本部長は、区における保護措置を的確かつ迅速に実施するため必要があると

認めるときは、各部に対し、区対策本部が実施する活動について支援を求める。各部

は、区対策本部長から支援を求められたときは、迅速に対応するように努める。 

 

３ 現地調整所 

  市対策本部長は、被災現地における市及び関係機関（府、府警察、海上保安監部、自

衛隊、医療機関など）の活動を円滑に調整する必要があると認めるときは、地域の安全

性を確認したうえで、現地の活動上の便宜から最も適した場所に、現地調整所を設置し、

（又は関係機関により現地調整所が設置されている場合は職員を派遣し、）関係機関と

の情報共有及び活動調整を行う。 

  現地調整所は、現場における各機関の代表者（指揮権限を有する者又はその代理者）

及び市対策本部からの現地派遣職員等で構成し、定時又は随時に会合を開催することに

より、連携の強化を図る。 

現地調整所の主な役割は、以下のとおりとする。 

(1) 関係機関相互の活動や安全に関する情報共有や連絡 

(2) 関係機関の役割分担の調整 

(3) 避難に関する情報、被災情報等の広報の調整 
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(4) 市対策本部等との連絡調整 

 

《図：現地調整所の組織編成例》 

 

区対策本部

医療機関

府 府警察

自衛隊

海上
保安監部

・情報の共有
・活動内容の調整

【　現　地　調　整　所　】

 
・国、府等から提供された情報の伝達
・現地調整所への職員派遣

 
・現地の対応状況の報告
・関係機関から入手した情報の報告

市  
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策  

本  

部

 

市
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「大阪市国民保護対策本部」の部の名称、分掌事務                別表１ 

名  称   

（部 長） 

部に属する

部局 
分 掌 事 務 

危機管理部 

(市危機管理監) 

 

危機管理室 

政策企画室 

市政改革室 

行政委員会

事務局 

市会事務局 

□職員の動員指令に関すること 

□市対策本部長の命令伝達に関すること 

□保護措置の総合調整に関すること 

□市対策本部の庶務に関すること 

□応援要請・自衛隊派遣要請に関すること 

□救援の事務に関すること 

□復旧の連絡調整に関すること 

□情報の収集及び伝達に関すること 

□各部、各区対策本部との連絡に関すること 

□防災行政無線の通信の統制に関すること 

□安否情報の収集及び提供に関すること 

□特殊標章等の交付及び管理に関すること 

□市対策本部長、市対策副本部長の秘書に関すること 

□国会、各省庁その他諸機関との連絡調整に関すること 

□保護措置に関する広報に関すること 

□被災情報、生活関連情報、救援措置情報に関する広報報道に 

関すること 

□報道機関との連絡調整に関すること 

□記録（写真･映像）に関すること 

□保護措置に関する広聴に関すること 

□市民からの相談等の広聴相談に関すること 

□市対策本部長の特命事項に関すること 

□他の所管に属しないこと 
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名  称   

（部 長） 

部に属する

部局 
分 掌 事 務 

総務部 

（人事室長） 

人事室 

総務局 

□職員の勤怠・給与及び給食並びに救急医療に関すること 

□職員の衛生管理に関すること 

□応援班編成に関すること 

□本庁舎の安全確保、整備、復旧に関すること 

□被災職員の調査、救援に関すること 

□市対策本部長の特命事項に関すること 

市民部 

（市民局長） 

市民局 

 

 

 

 

 

 

 

□区庁舎等の安全確保、整備、復旧に関すること 

□ボランティアの調整に関すること 

□義援金品の受領、保管及び配分に関すること 

□救援食糧の緊急集荷及び輸送について福祉部、契約管財部と 

の連絡に関すること 

□生活物資等の価格及び需給にかかる情報の収集及び提供に関 

すること 

□市対策本部長の特命事項に関すること 

財政部 

（財政局長） 

 

 

 

 

 

財政局 □保護措置に関する予算及び財政に関すること 

□市税の減免等に関すること 

□船の借入れ並びに配船に関すること 

□市対策本部長の特命事項に関すること 
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名  称   

（部 長） 

部に属する

部局 
分 掌 事 務 

契約管財部 

（契約管財局長） 

契約管財局 □救援物資、緊急資材の調達に関すること 

□車の借入れ並びに配車に関すること 

□応急仮設住宅地の情報提供に関すること 

□市対策本部長の特命事項に関すること 

 

都市計画部 

（都市計画局長） 

都市計画局 □記録及び統計に関すること 

□陳情資料の作成に関すること 

□被災家屋の調査にかかる区対策本部への建築技術の知識、情 

報の提供に関すること 

□被災建築物の応急危険度判定作業に関すること 

□市対策本部長の特命事項に関すること 

福祉部 

（福祉局長） 

 

福祉局 □被災高齢者、障がい者等の保護に関すること 

□福祉施設の安全確保、復旧に関すること 

□救援物資の配分及び輸送に関すること 

□市対策本部長の特命事項に関すること 

健康部 

（健康局長） 

健康局 □医療救護に関すること 

□飲料水及び食品衛生に関すること 

□予防、防疫に関すること 

□医師会、歯科医師会、薬剤師会との連絡調整に関すること 

□赤十字標章等の交付及び管理に関すること 

□市対策本部長の特命事項に関すること 
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名  称   

（部 長） 

部に属する

部局 
分 掌 事 務 

こども青少年部 

（こども青少年

局長） 

こども青少

年局 

□青少年活動施設、児童福祉施設及び市立幼稚園の安全確保、 

整備、復旧に関すること 

□乳幼児及び青少年の避難誘導に関すること 

□乳幼児及び青少年の被災状況の把握に関すること 

□市対策本部長の特命事項に関すること 

経済戦略部 

（経済戦略局長） 

経済戦略局 □救援物資（生活必需品）の調達計画に関すること 

□スポーツ施設、文化施設の安全確保、整備、復旧に関するこ 

 と 

□商工業、農畜産業関係団体との連絡調整に関すること 

□中小企業の復旧資金に関すること 

□市対策本部長の特命事項に関すること 

 

市場部 

(中央卸売市場

長) 

中央卸売市

場 

 

□救援食糧（副食等）の緊急集荷及び輸送について契約管財部、 

福祉部との連絡に関すること 

□食糧（副食等）の需給状況等の調査に関すること 

□中央卸売市場施設の安全確保、整備、復旧に関すること 

□市対策本部長の特命事項に関すること 

 

環境部 

（環境局長） 

環境局 □被災地における廃棄物等の処理に関すること（し尿を含む） 

□火葬に関すること 

□局施設の安全確保、整備、復旧に関すること 

□市対策本部長の特命事項に関すること 
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名 称     

（部 長） 

部に属する

部局 
分 掌 事 務 

都市整備部 

（都市整備局長） 

都市整備局 □本庁舎の応急修理に関すること 

□市対策本部その他市施設の通信設備に関すること 

□応急仮設住宅の建設及び管理に関すること 

□市営住宅の被害調査及び応急修理に関すること 

□市施設及び工事現場の被害調査並びに復旧に関すること 

□住宅の応急修理及び公費解体の技術協力に関すること 

□被災住宅に対する融資等に関すること 

□市施行の市街地再開発事業にかかる用地及び施設建築物の維 

持管理に関すること 

□市施行の区画整理事業にかかる用地などの維持管理に関すること 

□建築物の応急危険度判定活動に関すること 

□市対策本部長の特命事項に関すること 

 

建設部 

（建設局長） 

建設局 □水防対策全般の企画、運営、連絡調整に関すること 

□堤防、道路、橋梁等の安全確保、整備、復旧に関すること 

□河川関係障害物の除去に関すること 

□道路関係障害物の除去に関すること 

□下水道施設の安全確保、整備、復旧に関すること 

□公園施設、街路樹の安全確保、整備、復旧に関すること 

□特殊標章等の交付及び管理に関すること 

□市対策本部長の特命事項に関すること 
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名 称    

（部 長） 

部に属する

部局 
分 掌 事 務 

港湾部 

（港湾局長） 

港湾局 □港湾施設及び海岸保全施設等の安全確保、整備、復旧に関す 

ること 

□救援船舶の受入れ、救援物資の海上輸送の協力に関すること 

□海務関係管庁との連絡調整に関すること 

□在港船舶対策に関すること 

□市対策本部長の特命事項に関すること 

 

会計部 

（会計室長） 

会計室 □保護措置に必要な資金の調整及び現金の出納に関すること 

□金融機関との連絡調整に関すること 

□市対策本部長の特命事項に関すること 

 

消防部 

（消防局長） 

消防局 □消防に関すること 

□災害による被害の軽減に関すること 

□被災者の救急救助に関すること 

□避難住民の誘導に関すること 

□危険物等の処置に関すること 

□特殊標章等の交付及び管理に関すること 

□市対策本部長の特命事項に関すること 

交通部 

（交通局長） 

交通局 □市営交通機関の安全確保、整備、復旧に関すること 

□災害時の市営交通に関すること 

□乗客の避難誘導に関すること 

□市対策本部長の特命事項に関すること 
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名 称    

（部 長） 

部に属する

部局 
分 掌 事 務 

水道部 

（水道局長） 

 

 

水道局 □応急給水に関すること 

□水道施設、工業用水道施設の安全確保、整備、復旧に関する 

こと 

□市対策本部長の特命事項に関すること 

教育部 

（教育長） 

教育委員会

事務局 

□児童生徒の避難誘導及び受入に関すること 

□児童生徒の被災状況の把握に関すること 

□被災児童生徒の応急教育及び学用品供与に関すること 

□学校、教育機関施設の安全確保、整備、復旧に関すること 

□避難所開設及び運営への協力に関すること 

□市対策本部長の特命事項に関すること 

各部共通事項  □市対策本部及び他部との連絡調整に関すること 

□被害状況の情報収集・報告に関すること 

□部内業務計画の策定に関すること 

□部内職員の活動計画に関すること 
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組 織 図                      別表２ 

 

 

 

 

 

 

危機管理部  
総務部  
市民部  
財政部  
契約管財部  

都市計画部  
福祉部  
健康部  

こども青少年部  

経済戦略部  

市場部  

環境部  
都市整備部  
建設部  
港湾部  
会計部 
消防部 

交通部 

水道部 

教育部 

各
部
の
事
業
所
・
工
営
所
・
署 

大
阪
市
区
国
民
保
護
対
策
本
部
長
（
区
対
策
本
部
長
） 

大
阪
市
区
国
民
保
護
対
策
副
本
部
長
（
区
対
策
副
本
部
長
） 

庶務班 

救助班 

調査班 

保健福祉班 

消防班 

大 阪 市 国 民 保 護 対 策 本 部  

大 阪 市 国 民 保 護 対 策 本 部 長  
（市対策本部長）  

大阪市国民保護対策副本部長  
（市対策副本部長）  

大 阪 市 危 機 管 理 監  
大 阪 市 国 民 保 護 対 策 本 部 員  

（市対策本部員）  
大阪市国民保護対策本部駐在員 

（市対策本部駐在員）  
大阪市国民保護対策本部連絡員 

（市対策本部連絡員）  

避難受入班 
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別表３  

区対策本部の班名称及び分掌事務  

            

庶 務 班 

1 各班の連絡調整に関すること 

2 各部、関係機関への応援協力要請に関すること 

3 市対策本部との連絡に関すること 

4 予算計理に関すること 

5 情報の収集・伝達及び広報に関すること 

6 義援金の受付・並びに保管に関すること 

7 記録に関すること 

8 他の班の所管に属しないこと 

救 助 班 

1 避難住民等の救援に関すること 

2 救援物資の調達保管及び配給に関すること 

3 被災証明に関すること 

4 義援金の配分に関すること 

5 団体等の協力活動の連絡調整に関すること 

避難受入班 

1 避難住民等の受入に関すること 

2 避難住民の誘導に関すること 

3 避難所受入状況の把握に関すること 

調 査 班 1 被害状況の調査に関すること 

保健福祉班 
1 避難住民等の医療救護に関すること 

2 防疫・保健衛生に関すること 

消 防 班 
1 消防に関すること 

2 被災者の救急・救助に関すること 

 区対策本部長は、特に必要が認められるときは、この分担表と異なる編成

をとることができる。この場合においては、遅滞なく市対策本部長に報告し

なければならない。 

 なお、消防班は別表１の消防部としての任務に重大な支障のない場合に限

り上記編成に従う。 
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第３節 動員 

 

１ 動員基準 

市対策本部長（市長）は、国において事態等の認定がなされた場合には、次の基準に

基づき、職員の安全確保に配慮したうえで、職員の動員配備を行う。 

ただし、各所属長は特に必要があると認めるときは、あらかじめ市長の承認を得て、

この基準と異なる動員体制をとることができる。 

 

動 員 基 準 表 

種 別 事 態 等 の 状 況 動員人員 

１号 大規模な被害が発生し、又は発生するおそれがあ
り、市の全力をあげて対処する必要があるとき 全員 

２号 相当規模な被害が発生し、又は発生するおそれが
あり、被害が拡大するおそれがあるとき 

職員の 
１／２以内 

３号 被害拡大のおそれはないが、応急対策活動を実施
する必要があるとき 

職員の 
１／４以内 

４号 被害発生のおそれがあり、被害状況の把握等初動
活動を実施する必要があるとき 

初動活動に 
必要な職員 

５号 
被害発生のおそれがあるが、状況判断が非常に困
難な場合、万一に備えて速やかな措置がとれるよ
う主として情報連絡にあたる必要があるとき 

情報連絡に 
必要な職員 

受入 市域外で被害が発生し、避難住民を受入れるなど
の必要があるとき 

必要最小数 
の職員 
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２ 動員の指令 

  動員の指令は、市長の命を受け、危機管理監が各所属長あて発するものとする。ただ

し、必要に応じ特定の所属に対して一定の指令を発し、又は動員区分を異にした指令を

発することができる。 

(1) 勤務時間内における指令の伝達 

   勤務時間内において指令が発せられたときは、各所属長から所属員へ逐次伝達する

とともに、必要に応じて庁内放送、危機管理総合情報システム等を用いて速やかにそ

の旨周知する。 

(2) 勤務時間外における指令の伝達 

勤務時間外において指令が発せられたときは、各所属長は直ちに所属員に伝達する。 

 

３ 動員の報告 

  各所属長は、所属員が動員指令に基づき参集したときは、その状況をとりまとめ、直

ちに「動員報告書」により危機管理監に報告する。 

 

４ 応援職員の動員 

  市対策本部の各部長並びに各区対策本部長は、職員が不足し他部等の職員の応援を必

要とするときは、総務部長に要請する。総務部長は、上記の要請があった場合、関係部

長と協議のうえ他の部及び他の区対策本部の職員を派遣することができる。 

  市対策本部長は、市職員をもっても不足すると認められるときは、別に定めるところ

により、他の地方公共団体の職員又は自衛隊の派遣を要請する。 
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第４節 関係機関等との連携協力の確保 

 

市は、国、府、他の市町村、指定（地方）公共機関等と相互に連携協力し、保護措置を

実施する。 

 

１ 国・府の対策本部との連携 

市は、府の対策本部及び、府を通じ国の対策本部と各種の調整や情報共有を行うこと

等により密接な連携を図る。 

また、市は、国・府の現地対策本部が設置された場合は、連絡員を派遣すること等に

より、当該本部と緊密な連携を図る。 

さらに、国の現地対策本部長が武力攻撃事態等合同対策協議会を開催する場合は、市

対策本部長又は市対策本部長が指名する副本部長若しくは本部員が出席する。 

 

２ 府への措置要請等 

市長その他市の執行機関（以下「市長等」という。）は、保護措置を的確かつ迅速に 

実施するため必要があると認めるときは、府知事その他府の執行機関（以下「府知事等」

という。）に対し、その所掌事務に係る保護措置の実施に関し必要な要請を行い、必要に

応じて、指定（地方）行政機関の長への要請を行うよう求める。いずれの場合も、市長

等は、要請する理由、活動内容等をできる限り具体的に明らかにして行う。 

 

３ 自衛隊の部隊等の派遣要請の求め等 

市長は、保護措置を円滑に実施するため特に必要があると認めるときは、府知事に対

し、自衛隊の部隊等の派遣（国民保護等派遣）を防衛大臣に要請するよう求める。また、

その際、陸上自衛隊第３６普通科連隊長に連絡する。 

ただし、通信の途絶等により上記の求めができない場合は、陸上自衛隊第３６普通科

連隊長又は自衛隊大阪地方協力本部長を通じて、防衛大臣に連絡する。 

自衛隊との連絡調整は、市対策本部が行う。また、市対策本部は、自衛隊の部隊の活

動拠点を、自衛隊、府警察等と協議のうえ、確保する。 
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４ 指定（地方）公共機関への措置要請 

 市長等は、保護措置を的確かつ迅速に実施するため必要があると認めるときは、関係

する指定（地方）公共機関に対し、その業務に係る保護措置の実施に関し必要な要請を

行う。 

 この場合において、市長等は、当該機関の業務内容に照らし、要請する理由や活動内

容等をできる限り具体的に明らかにする。 

 

５ 他の市町村等に対する応援の要求、事務の委託 

(1) 他の市町村に対する応援の要求 

 市長等は、保護措置を的確かつ迅速に実施するため必要があると認めるときは、他

の市町村の長等に対し応援を求める。その際、あらかじめ締結された相互応援協定等

があるときは、当該協定等に基づき応援を求める。 

(2) 府に対する応援の要求 

   市長等は、保護措置を的確かつ迅速に実施するため必要があると認めるときは、府

知事等に対し応援を求める。 

(3) 応援の要求にあたって明示する事項 

(1)・(2)の応援の要求にあたっては、以下の事項などを明らかにして応援を求める。 

ア 被害の状況及び応援を求める理由 

イ 応援を希望する機関、人員、物資等 

ウ 応援を必要とする場所、期間 

エ 応援を必要とする活動内容 

オ その他必要な事項 

(4) 応援部隊の受入体制の整備 

   応援を要請した部は、要請と同時に、応援部隊の受入体制を整備する。 

   応援部隊が食糧、飲料水、宿所、待機場所、駐車場等を必要とする場合は、要請し

た部が準備する。 

応援部隊が大量の資機材等を搬入するため活動拠点となる広場等が必要な場合、そ

の使用の調整は市対策本部が行う。 

(5) 事務の委託 

市が、保護措置の実施のため、その事務又は市長等の権限に属する事務の一部を他

の地方公共団体に委託するときは、以下の事項を明らかにして委託を行う。 

  ア 委託事務の範囲並びに委託事務の管理及び執行の方法 
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  イ 委託事務に要する経費の支弁の方法、その他必要な事項 

委託を行った場合、市は、上記事項を公示するとともに、府に届け出る。 

また、事務の委託又は委託に係る事務の変更若しくは事務の廃止を行った場合、

市長はその内容を速やかに市会に報告する。 

 

６ 指定（地方）行政機関等に対する職員の派遣要請 

市長等は、保護措置の実施のために必要があるときは、府知事等を経由して、指定（地

方）行政機関の長又は特定指定公共機関（指定公共機関である特定独立行政法人をいう。）

に対し、当該機関の職員の派遣の要請を行う。 

また、市長等は、必要があるときは、地方自治法の規定に基づき、他の地方公共団体

の長等に対し、当該地方公共団体の職員の派遣を求める。 

 

７ 市の行う応援等 

(1) 他の市町村に対して行う応援等 

ア 市長等は、他の市町村長等から応援の求めがあった場合には、求められた応援を

実施することができない場合や、他の機関が実施する保護措置と競合する場合など、

正当な理由のある場合を除き、必要な応援を行う。 

イ 他の市町村から保護措置に係る事務の委託を受けた場合、市長は、所定の事項を

市会に報告するとともに、市は公示を行い、府に届け出る。 

(2) 指定（地方）公共機関に対して行う応援 

市長は、指定（地方）公共機関の行う保護措置の実施について労務、施設、設備又

は物資の確保についての応援を求められた場合には、求められた応援を実施すること

ができない場合や、他の機関が実施する保護措置と競合する場合など、正当な理由の

ある場合を除き、必要な応援を行う。  

 

８ 市民の自発的な協力との連携 

市は、市民から自発的な協力の申し入れがあり、安全の確保が十分であると判断した

場合は、相互に協力し、受入体制の確保等に努め、市民が円滑に活動できるよう適切に

対処する。 
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 第２章         住民の避難                

 

第１節 警報及び緊急通報 

 

１ 警報 

(1) 警報の伝達・通知 

    武力攻撃事態等において、国の対策本部長（内閣総理大臣）が警報を発令し、総務

大臣（消防庁）を経由して府知事から警報の通知を受けたとき、又は、全国瞬時警報

システム（J-ALERT）や緊急情報ネットワークシステム（Em-Net）により警報の通知を

受けたときは、市長は、直ちに、その内容を市民及び関係のある公私の団体（自主防

災組織等）に伝達するとともに、市の他の執行機関（教育委員会等）、その他の関係機

関（市立大学等）に通知する。 

《図：警報の伝達・通知》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【警報に定める事項（国）】 

○ 武力攻撃事態等の現状及び予測 

○ 武力攻撃が迫り、又は現に武力攻撃が発生したと認められる地域 

○ その他、住民及び公私の団体に対し周知させるべき事項 
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(2) 伝達方法 

ア 市長は、必要に応じて、同報系防災行政無線（以下「同報無線」という。）のほか、

ヘリコプター、車、自転車、携帯拡声器、インターネット等、利用可能な手段を活

用し、警報を伝達する。  

イ 市長は、自主防災組織等の自発的な協力を得るなどにより、各世帯等に警報の内

容を伝達する。 

   また、市は、府警察の交番、パトカー等の勤務員による拡声器や標示を活用した

警報の内容の伝達が的確かつ迅速に行われるよう、府警察と緊密な連携を図る。 

ウ 同報無線を活用する場合は、原則として、以下の要領により伝達を行う。 

    (ｱ) 「武力攻撃が迫り、又は発生したと認められる地域」に本市が含まれる場合 

原則として、同報無線で国が定めたサイレンを最大音量で吹鳴して市民に注意喚

起した後、武力攻撃事態等において警報が発令された事実等を周知する。 

(ｲ)  「武力攻撃が迫り、又は発生したと認められる地域」に本市が含まれない場合 

原則として、サイレンを使用せず、同報無線やホームページへの掲載等の手段に

より周知する。ただし、市長が特に必要と認める場合には、サイレンを使用して

周知する。 

(3) 要配慮者への伝達 

警報の内容の伝達においては、特に、高齢者、障がい者、外国人等に配慮するもの

とし、以下の伝達方法などにより、迅速に伝達する。 

ア 在宅の高齢者、障がい者等 

市は、高齢者、障がい者等に対して、自主防災組織等の自発的な協力を得るなど

して、電話や戸別訪問などにより伝達する。 

イ 社会福祉施設入所者及び病院入院患者 

    市は、府との事前の役割分担に基づき、対象となる地域の社会福祉施設及び病院

を把握し、電話、ファクシミリ等により伝達する。 

ウ 日本語の理解が十分でない外国人 

    市は、同報無線等による情報伝達にあたり、外国人にもわかりやすい平易な日本

語を使用するほか、在阪領事館、外国語ＦＭ局等の協力を得るなどして、迅速に正

しい情報を伝達するよう努める。 

(4) 警報解除の伝達・通知 

警報が解除された場合、市長は、発令の場合に準じて伝達・通知を行う。なお、同

報無線を活用して警報の解除を伝達するときは、原則としてサイレンを使用しない。 
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２ 緊急通報 

(1) 武力攻撃災害の兆候の通知 

武力攻撃災害の兆候（武力攻撃に伴って発生する火災や堤防の決壊、毒素等による

動物の大量死、不発弾の発見など）を発見した者、又はその者から通報を受けた消防

吏員、警察官若しくは海上保安官から、武力攻撃災害の兆候の通報を受けた場合にお

いて、市長は、武力攻撃災害が発生するおそれがあり、これに対処する必要があると

認めるときは、速やかに、その旨を府知事に通知する。 

(2) 緊急通報の伝達・通知 

武力攻撃災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、府知事が

武力攻撃災害緊急通報（以下「緊急通報」という。）を発令し、その通知を受けたとき

は、市長は、警報の伝達・通知と同様に、直ちに、その内容を市民及び関係のある公

私の団体に伝達するとともに、市の他の執行機関、その他の関係機関に通知する。 

緊急通報の発令・解除の伝達・通知方法については、警報の場合と同様にする。 

 

【緊急通報の内容（府）】 

○ 武力攻撃災害の現状及び予測 

○ その他、住民及び公私の団体に対し周知させるべき事項 

 

 

 

第２節 避難の指示・退避の指示 

 

１ 避難の指示 

 国の対策本部長は、警報を発令した場合で、住民の避難が必要であると認めるときは、

要避難地域及び避難先地域（避難経路地域を含む）の知事に対し、直ちに避難措置の指

示を行うとされ、また、府知事は、避難措置の指示を受けたときは、市町村長を経由し

て、要避難地域の住民に対し、直ちに、避難を指示するとされている。 

市長は、府知事から「避難の指示」の通知を受けたときは、警報の伝達に準じて、で

きる限り速やかに、その内容を、市民及び関係のある公私の団体へ伝達するとともに、

市の他の執行機関、その他の関係機関に通知する。 
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《図：避難の指示》 
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〈避難措置の指示〉

 

〈避難の指示〉

 

府知事が避難の指示をする場合において、市長は、府知事が的確かつ迅速に避難の指

示が行えるよう、府知事に必要な情報を提供するとともに、意見を述べる。 

また、自衛隊の侵害排除行動と保護措置の実施について、道路、港湾施設等の利用の

ニーズが競合し、国の対策本部長が「武力攻撃事態等における特定公共施設等の利用に

関する法律」の規定に基づき、当該施設の利用指針を定める場合において、市長は、当

該施設利用の必要性や緊急性等について意見を述べる。 

 

 

【避難措置の指示の内容（国）】 

○ 住民の避難が必要な地域（要避難地域） 

○ 住民の避難先となる地域〈避難経路地域

含む〉（避難先地域） 

○ 住民の避難に関して関係機関が講ずべき

措置の概要 

【避難の指示の内容（府）】 

○ 国の対策本部長から示された避難措置

の指示の内容 

○ 主要な避難の経路 

○ 避難のための交通手段 

○ その他避難の方法 
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２ 退避の指示 

  市長は、武力攻撃災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、市民の生

命、身体若しくは財産を保護し、又は武力攻撃災害の拡大を防止するため特に必要があ

ると認めるときは、必要と認める地域の住民に対し、目前の危険を一時的に避けるため

武力攻撃災害の及ばない地域又は場所（屋内を含む。）に逃げるよう、退避の指示を行う。 

  なお、退避の必要がなくなったときは、退避の指示を解除する。 

 

(1) 退避の指示者 

指示者 退避の指示を行う要件 

市長 

武力攻撃災害が発生し、 

又は 

発生するおそれがある 

場合 

武力攻撃災害から市民を保護し、又は災害の

拡大を防止するため、特に必要があると認め

るとき 

府知事 

武力攻撃災害から住民を保護し、又は災害の

拡大を防止するため、緊急の必要があると認

めるとき市長に代わって 

警察官 

海上保安官 

①市長若しくは府知事による退避の指示を待

ついとまがないと認めるとき 

②市長若しくは府知事から要請があったとき 

自衛官 
上記の者すべてが指示できないと認める場合

に限り 

 

(2) 退避の指示に伴う措置 

ア 市長は、退避の指示を行ったときは、必要に応じて、同報無線のほか、車、自転

車、携帯拡声器等、利用可能な手段により、速やかに必要と認める地域の住民に伝

達する。また、府知事、その他関係機関に通知するとともに、報道機関に対してそ

の内容を提供する。 

イ 市長は、退避の指示を解除したときは、車、立看板等当該地域の住民が十分に了

知できる方法でその旨を公示する。また、府知事、その他関係機関に通知するとと

もに、報道機関に対してその内容を提供する。 

ウ 市長は、府知事、警察官、海上保安官又は自衛官から退避の指示をした旨の通知

を受けた場合は、退避の指示を行った理由、指示の内容等について情報の共有を図

り、退避の実施に伴い必要な活動について調整を行う。 
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(3) 屋内退避の指示 

下記のように、その場から移動するよりも、屋内に留まる方がより危険性が少ない

と考えられるときには、屋内への退避を指示する。 

ア ＮＢＣ攻撃と判断されるような場合において、市民が何ら防護手段なく移動する

よりも、外気から接触が少ない屋内の場所に留まる方がより危険性が少ないと考え

られるとき 

イ ゲリラや特殊部隊が隠密に行動し、その行動の実態等についての情報がない場合

において、屋外で移動するよりも、屋内に留まる方が不要の攻撃に巻き込まれるお

それが少ないと考えられるとき 

(4) 安全の確保 

ア 市長は、退避の指示を伝達する市職員に対して、二次被害が生じないよう国及び

府からの情報や市で把握した武力攻撃災害の状況、関係機関の活動状況等について

の最新情報を提供するほか、府警察、海上保安監部等と連携を密にし、活動時の安

全の確保を図る。 

イ 市の職員が退避の指示に係る地域において活動する際には、市長は、府警察、海

上保安監部、自衛隊の意見を聴くなどにより、安全確認を行った上で活動させると

ともに、各職員が最新の情報を入手できるよう緊急の連絡手段を確保し、また、地

域からの退出方法等の確認を行う。 

ウ 市長は、退避の指示を行う市職員に対して、武力攻撃事態等においては、必ず特

殊標章等を交付し、着用及び携行させる。 

 

 

 

第３節 避難誘導 

 

１ 避難誘導の流れ 

(1) 市長は、府知事から避難の指示があったときは、関係機関（市の他の執行機関、府、

府警察、海上保安監部、自衛隊等）の意見を聴いて、直ちに、避難実施要領を定め、

その内容を市民及び関係のある公私の団体に伝達するとともに、関係機関に通知する。  

 (2) 市長は、避難実施要領で定めるところにより、市職員を指揮し、避難住民の誘導を

行う。 
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２ 避難実施要領の作成 

(1) 避難実施要領の作成 

市長は、避難の指示があったときは、あらかじめ作成しておいた「避難実施要領の

パターン」の中から、関係機関の意見を聴いて、最も適切なパターンを選ぶなどして、

直ちに避難実施要領を作成する。 

緊急の場合には、事態の状況等を踏まえて、法定事項を箇条書きにするなど、簡潔

な内容のものとする。 

 

【避難実施要領に定める事項（法定事項）】 

○ 避難経路、避難手段その他避難方法に関する事項 

○ 避難誘導の実施方法、関係職員の配置その他避難誘導に関する事項 

○ 上記のほか、避難の実施に必要な事項 

 

(2) 避難実施要領の変更 

    避難の指示の内容が変更された場合又は事態の状況が変化した場合は、直ちに避難

実施要領を変更する。 

(3) 避難実施要領の伝達・通知 

ア 市長は、避難実施要領を定めたときは、同報無線やインターネット（ホームペー

ジへの掲載）などを活用するほか、自主防災組織等の自発的な協力を得て、市民及

び関係のある公私の団体に伝達する。その際、高齢者、障がい者、外国人等に対す

る伝達に配慮する。 

イ 市長は、市の他の執行機関、府警察、海上保安監部及び自衛隊（大阪地方協力本

部）並びにその他の関係機関に通知する。 

ウ 市長は、報道機関に対して、避難実施要領の内容を提供する。 

 

３ 避難住民の誘導 

(1) 市職員等による避難誘導 

ア 区対策本部職員、消防吏員等は、避難住民の誘導にあたって、警察官等と連携し、

自主防災組織等の自発的な協力を得て、組織ごとに避難所等に誘導する。ただし、

緊急の場合には、この限りではない。 

イ 病院、学校、社会教育施設、社会福祉施設、集客施設、公共交通機関等の施設管

理者は、利用者、児童等を、火災や地震等への対応に準じて安全に避難誘導する。 
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  ウ 誘導経路については安全を十分確認し、必要に応じて、適宜警察官等の協力を得

ながら、区対策本部職員、消防吏員等を要所に配置する。 

(2) 関係機関等との連携 

ア 市長は、市職員のみでは十分な対応が困難であると認めるときは、警察署長、海

上保安監部長、保護措置の実施を命ぜられた自衛隊の部隊の長に対して、警察官、

海上保安官、自衛官による避難誘導を要請する。 

イ 市長は、市域を越えて避難住民を誘導する場合、避難先地域を管轄する市長に避

難住民の誘導の補助を依頼するほか、必要な調整を行う。 

ウ 避難誘導する市職員等は、必要があると認めるときは、避難住民その他の者に対

し、当該避難住民の誘導に必要な援助について自発的な協力を要請する。この場合、

協力する者の安全の確保に十分に配慮する。 

エ 市は、市民の安全確保、犯罪の予防等を図るため、府警察に対し、避難所等の定

期的な巡回、被災地等におけるパトロールの強化等を要請する。 

(3) 運送事業者である指定（地方）公共機関との調整 

市長は、避難住民の運送が必要な場合、市が保有する車両により運送を行うほか、

府と調整のうえ、運送事業者である指定（地方）公共機関に対し、運送の求めを行う

とともに、運送に関する具体的事項の調整を行う。 

 (4) 避難行動要支援者への対応 

ア 避難誘導にあたっては、高齢者、障がい者、乳幼児、病弱者、妊産婦等自ら避難

することが困難な者を優先する。その際、関係機関と連携し、また、地域住民等の

自発的な協力を得ながら、自ら避難することが困難な者が家屋等に取り残されてい

ないかどうかに留意する。 

イ 区対策本部職員、消防吏員等が自ら避難することが困難な者を確認した場合は、

必要に応じ関係機関の協力を得て、車両等による搬送など、必要な措置を実施する。 

ウ 市長は、病院、社会福祉施設等に入院・滞在している自ら避難することが困難な

者の避難について、施設管理者に対し、当該施設職員による引率、保護者への連絡

及び引渡しなどのほか、車椅子や担架による移動の補助、車両による搬送など、必

要な措置の実施を要請する。 

エ 市長は、市及び施設管理者のみでは、十分な移送手段が確保できない場合は、関

係機関の協力を要請する。 

オ 福祉部は市対策本部及び区対策本部から在宅の避難行動要支援者の情報を入手す

るとともに、施設受入れの調整を行う。 



 - 55 -

カ 市対策本部は、避難所に避難した者のうち、避難行動要支援者については避難行

動要支援者向け避難所である区在宅サービスセンター及び地域在宅サービスステー

ションに避難させ、ケアを行う。この際、区対策本部、福祉部はこれに協力する。 

(5) 安全の確保 

市は、武力攻撃事態等の推移、武力攻撃災害の発生状況などの情報を、現場で誘導

を指揮する者に随時提供するなどして、避難住民及び現場で誘導を行う者の安全を確

保する。また、市長は、避難誘導を行う市職員等に、特殊標章等を着用及び携行させ

る。 

(6)  避難住民の復帰のための措置 

市長は、避難の指示が解除されたときは、その内容を避難住民及び関係のある公私

の団体へ伝達するとともに、避難住民を復帰させるため、避難住民復帰要領を作成し、

復帰のために必要な措置を行う。 
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  第３章             避難住民等の救援                         

 

第１節 救援の実施 

 

１ 救援の実施 

(1) 市長による救援 

国の対策本部長は、避難先地域を管轄する知事及び必要に応じ武力攻撃災害により

被災者が発生した地域を管轄する知事に対し、救援措置を実施すべきことを指示し、

また、指示を受けた知事は、都道府県と同様の立場で救援を行う区域内の指定都市の

長に、直ちに指示の通知を行うとされている。 

市長は、府知事から救援の指示の通知を受けたときは、救援を必要としている避難

住民等に対し、関係機関の協力を得て、次に掲げる措置を行う。ただし、緊急を要す

るときは、指示を待たずに行う。 

ア 収容施設（応急仮設住宅を含む。）の供与 

イ 炊き出しその他による食品の給与及び飲料水の供給 

ウ 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与 

エ 医療の提供及び助産 

オ 被災者の捜索及び救出 

カ 埋葬及び火葬 

キ 電話その他の通信設備の提供 

ク 武力攻撃災害を受けた住宅の応急修理 

ケ 学用品の給与 

コ 死体の捜索及び処理 

サ 武力攻撃災害によって住居又はその周辺に運び込まれた土石、竹木等で、日常生

活に著しい支障を及ぼしているものの除去 

(2) 関係機関等との連携 

ア 府との連携 

市長は、救援を実施するために必要があると認めるときは、府知事に対し応援を

求めるほか、国及び他の都道府県に支援・応援の要請を行うよう、府知事に求める。 

イ  他の市町村との連携 

市長は、救援を実施するために必要があると認めるときは、他の市町村の長に対

し、応援を求める。その際、あらかじめ締結された相互応援協定等があるときは、
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当該協定等に基づき応援を求める。 

ウ  日本赤十字社大阪府支部との連携 

市長は、日本赤十字社大阪府支部が、その業務に関し、市長が行う救援に協力す

るとともに、市長から委託を受けて救援を実施することとされていることから、日

本赤十字社大阪府支部と密接に連携する。 

エ  指定（地方）公共機関との連携 

市長は、救援物資を運送するために、運送手段を確保する必要がある場合、府と

調整のうえ、運送事業者である指定（地方）公共機関に対し、運送の求めを行う。 

オ 市民との連携 

    市長又は市職員は、救援を実施するため必要があると認めるときは、安全の確保

に十分に配慮したうえで、避難住民等及びその近隣の者に対し、救援に必要な援助

について協力を要請する。 

 

２  救援の内容 

(1) 救援の基準等 

市長は、「武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律による救

援の程度及び方法の基準」（平成２５年内閣府告示第２２９号。以下「救援の程度及

び基準」という。）に基づき救援の措置を行う。 

市長は、「救援の程度及び基準」によっては救援の適切な実施が困難であると判断

する場合には、府知事を経由して内閣総理大臣に対し、特別基準の設定について意見

を申し出る。 

(2)  受入施設の供与 

ア 避難所の開設、運営管理 

区対策本部長は、開設した避難所に職員を派遣し、施設管理者、避難住民及び近

隣の者等の自発的な協力を得て、避難所を運営管理する。その際、他の地方公共団

体から避難住民を受け入れた場合は、避難元の地方公共団体の人材活用を図る。 

イ 留意事項避難所の管理運営にあたっては、次の事項に留意して、避難行動要支援

   者に対する適切な救援の実施並びに避難所の円滑な管理運営に努める。 

(ｱ) 避難者数・世帯数の把握（避難者名簿の作成など）、避難行動要支援者の把握 

(ｲ)  正確かつ迅速な情報提供（保護措置の実施状況・実施予定等）、日本語の理解

が十分でない外国人にもわかりやすい情報提供 

(ｳ) 手話通訳・ガイドヘルパー等の確保 
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(ｴ) 巡回相談（健康管理、栄養指導等）の実施（特に、避難行動要支援者への重点

的対応）、心の健康相談の実施、救護所の設置 

(ｵ) 避難行動要支援者用備蓄物資（粉ミルク、紙おむつ等）の活用、その他の避難

行動要支援者用物資の調達 

(ｶ) 仮設トイレの早期設置 

(ｷ) プライバシーの確保への配慮、食事・栄養に関する配慮、生活習慣・文化・宗

教の違いへの配慮 

(ｸ) 避難生活長期化への対応（生活相談所の開設、混乱防止のための避難者心得の

掲示など） 

ウ 応急仮設住宅等の確保 

避難住民等を収容する期間が長期にわたる場合は、都市整備部は、区対策本部及

び契約管財部ほか関係各部と連携し、必要な戸数を迅速に把握したうえで、速やか

に応急仮設住宅の建設などにより施設の確保を図る。 

(3)  食品の給与、飲料水の供給、生活必需品の給与・貸与  

市は、救援のために必要な食品の給与、飲料水の供給、被服、寝具その他生活必需

品の給与・貸与を行う。 

供給、給与・貸与にあたっては、自然災害時の方法に準じて、あらかじめ確立され

た調達・供給体制に基づき、必要に応じ、府、他の市町村、関係業界団体等の支援・

協力を得て、次のとおり実施する。 

ア 食品の給与 

市は、避難住民等に食品を給与するため、次の措置を講ずる。 

(ｱ) 区対策本部長は、応急食品の供給が必要と認める場合は、災害対策用備蓄食品

の活用、既製食品・米穀の調達等により対応するが、それが困難な場合、市対策

本部に食品調達の要請を行うものとする。 

(ｲ) 市対策本部は、区対策本部長より食品供給の要請があった場合、災害用備蓄倉

庫より、備蓄食品の輸送を行うほか、府より災害対策用備蓄食品の引き渡しを受

ける。なお不足する場合は、流通業者等より調達する。その際、あらかじめ締結

された協定等があるときは、当該協定等に基づき調達する。 

(ｳ) 前記(ｲ)により、なお不足する場合は、他の市町村に応援を求めるものとし、

中央卸売市場は近畿圏の他都市中央卸売市場との相互協力により、応急食品を含

む生鮮食料品の確保を図る。 

(ｴ) 食品供給の場所は、原則として、指定された避難所のうち避難住民等の受入が
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可能な避難所（以下「災害時避難所」という。）とし、供給は区対策本部が、自

主防災組織等の自発的な協力を得て行う。その際、避難行動要支援者への食品の

配給に配慮するとともに、協力する者の安全に十分配慮する。 

(ｵ) 区対策本部は、炊き出しを行う場合、学校等の給食施設については、施設管理

者と十分協議のうえその活用を図る。 

イ 飲料水の供給 

市は、給水活動を円滑に実施するため、次の措置を講ずる。 

(ｱ) 災害時避難所に備蓄されている飲料用水缶詰を活用する。 

(ｲ) 水道部は、避難所等に応急給水拠点を設置し、浄・配水池等を水源に車両運搬 

などで対応する。また、医療・福祉施設等に対し、車両による運搬給水によって 

必要水量の確保に努める。 

ウ 生活必需品の給与・貸与 

市は、生活必需品の給与・貸与のため、次の措置を講ずる。 

(ｱ) 生活必需品の給与又は貸与は、原則として市民部長及び区対策本部長が実施す

る。区対策本部長は、必要のある場合において市民部長に生活必需品等の調達を

要請する｡ 

(ｲ) 経済戦略部は、業者との連携を図り、調達可能数量を把握しておく。 

(ｳ) 経済戦略部、契約管財部及び財政部は相互の連絡を密にして、救援物資をすみ

やかに集荷、配置できるようにする。 

(ｴ) 生活必需品の調達は、原則として、第一次的には市の災害対策用備蓄物資を活

用し、なお不足する場合又は備蓄品以外の物資を必要とする場合は、流通業者等

から調達する。その際、あらかじめ締結された協定等があるときは、当該協定等

に基づき調達する。 

(ｵ) 福祉部等は、あらかじめ必要な労働者を確保するとともに、避難所等に物資を

輸送する必要が生じたときは、速やかに活動しうるよう体制を整備しておく。 

(ｶ) 福祉部等は、救援物資の輸送にあたって、事前に区対策本部と緊密な連絡をと

る。 

(ｷ) 輸送は、原則として被災区の避難所まで福祉部等が行い、配分は区対策本部が

行う。配分にあたっては、必要に応じて、自主防災組織等の自発的な協力を得て

実施する。また、あらかじめ供給の協力に関して締結された協定等があるときは、

当該団体等からの応援、又は他府県等からの応援で対処する。 
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(4) 医療救護の提供  

市は、府及び医療機関等と連携し、武力攻撃災害の状況に応じ、救命医療を最優先

とする迅速かつ適切な医療救護活動（助産を含む。）を実施する。 

実施にあたっては、医療関係者に対し、安全の確保に関し十分に配慮し、危険が及

ばないよう必要な措置を講じたうえで、医療救護活動の実施を要請する。 

(4)－１ 初期初動医療救護活動 

   ア 初期初動医療救護体制 

(ｱ) 市対策本部救急医療調整班（以下「医療調整班」という。）の設置 

ａ 市対策本部が設置された場合、必要に応じて組織する。 

ｂ 関係機関（健康部、危機管理部等）が集まる体制とする。 

ｃ 医療調整班が設置されないときは、健康部が危機管理部と連絡を取り合い、 

総合的な調整を図る。 

(ｲ) 医療調整班の任務 

ａ 医療関係機関との調整 

ｂ 医療救護班の調整 

ｃ 緊急輸送の調整（ヘリコプター、船舶等の運用） 

ｄ 医薬品、医療資器材等の広域調達、調整 

イ 救護所の設置 

(ｱ) 武力攻撃災害発生時、区対策本部は市対策本部等と連携して、原則として以

下の場所に救護所を設置する。 

ａ 災害現場又は現場付近 

ｂ 避難場所（災害時避難所等） 

ｃ 特例場所（被災現地周辺の医療機関等） 

(ｲ) 救護所を設置後、区対策本部は医療調整班に報告するとともに、区内関係機

関へ連絡を行う。 

ウ 初期初動医療救護活動 

(ｱ) 災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ） 

災害派遣医療チームは、国又は大阪府からの出勤要請または独自の判断で派

遣される。派遣要請にあたっては、医療調整班による調整を必要としないが、

大阪府を通じ、活動状況の把握に努める。 

(ｲ) 区医師会及び区内医療機関等による医療救護班（ＪＭＡＴなど） 

ａ 区対策本部は、区医師会及び区内医療機関等による医療救護班等の派遣要
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請を行うとともに、その旨を医療調整班に報告する。 

ｂ 区医師会及び区内医療機関は、区対策本部から要請された救護所へ医療救

護班を派遣する。 

(ｳ) 大阪府の調整による応援医療救護班 

ａ 区対策本部は、区内の医療救護班だけでは対応できない場合、医療調整班 

に連絡し、医療救護班の派遣を要請する。 

ｂ 消防部は、災害現場の状況により医療調整班に連絡し、医療救護班の派遣 

を要請する。 

ｃ 医療調整班は、市内で不足する医療救護班数について、大阪府へ、日赤救 

護班、市立医療機関救護班、府立医療機関救護班、国立医療機関救護班、公 

立医療機関救護班、大阪府医師会救護班（ＪＭＡＴ）、自衛隊救護班、ボラ 

ンティア医師による医療救護班等の派遣要請を行う。 

ｄ 医療調整班は、応援要請により派遣された医療救護班の派遣先を指示する。 

(ｴ) 要請なく応援に駆けつけた医療救護班 

ａ 本市からの要請なく駆けつけた医療救護班は、医療調整班において総合的 

に調整し、派遣先を指示する。 

ｂ 区対策本部に直接駆けつけた医療救護班は、区対策本部において調整を図 

り、結果を医療調整班に報告する。 

エ 医療救護班の業務内容 

(ｱ) 医療救護班の構成 

        １班当たり計４名（医師１名、看護師又は保健師２名、事務１名）を原則と  

する。また、必要に応じて薬剤師を救護所に派遣する。 

   (ｲ) 業務内容 

医療救護班が行う業務内容は、原則として以下に示す内容とする。なお、救

護所における指揮監督は区対策本部長が指名した者が行う。 

ａ 傷病者に対する応急処置 

ｂ 後方医療施設への搬送の要否及び優先順位の決定（トリアージ） 

ｃ 搬送困難な患者、軽症患者等に対する医療処置 

ｄ 状況により助産救助 

ｅ 被災住民の健康管理 

ｆ 死亡の確認 

ｇ 区対策本部、健康部をはじめ関係機関との連絡調整 
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オ 輸送手段の確保 

   市対策本部及び区対策本部は公用車の確保に努め、必要に応じて医療救護班等

の任務に当てる。 

カ 医薬品・医療資器材の確保 

(ｱ) 医療救護班携帯医薬品・医療資器材の確保 

            区対策本部は、医療救護班が必要とする医薬品・医療資器材の状況を調査し、不       

足する場合は医療調整班に要請する。 

(ｲ) 医薬品・医療用資器材の調達要請 

医療調整班は、区対策本部から調達の要請を受けた場合は、関係機関、関係

業者の協力を得て、医薬品等の確保、供給を図る。 

(4)－２ 後方医療体制の確保 

  被災を免れた市内の救護医療機関は患者の受入れ病床を確保する。さらに、医療調

整班は、大阪府に府下全域での受入病床の確保を要請するとともに関西広域連合との

連携による他府県にも受入れ病床の確保を要請する。 

ア 災害医療機関における受入体制の確立 

災害医療機関においては、各医療機関の病院災害対策マニュアル等に基づいて、

要入院患者等の受入れ体制を確立する。 

(ｱ) 受入体制の整備 

(ｲ) 医師・看護師等職員の確保 

(ｳ) ライフラインの応急確保とその復旧体制 

(ｴ) 医薬品等の備蓄とその補充体制 

(ｵ) 通信手段の確保 

(ｶ) 患者給食の確保 

(ｷ) ヘリポートの確保 

(ｸ) 救護所との連絡 

イ 関係機関との連絡調整及び搬送手段の確保 

(ｱ) 救護所、災害医療機関等において傷病者の搬送手段がない場合、医療調整班

に要請する。 

(ｲ) 医療調整班は、関係機関と調整のうえ、搬送手段の確保、患者受入れ先の決

定を行い、関係機関への指示を与える。 

(ｳ) 医療調整班が行う連絡調整 

ａ 患者受入れ先との連絡調整（大阪府、大阪府医師会（民間医療機関など）、
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他都市等） 

ｂ 搬送手段の確保の調整 

(a) 救急車、ヘリコプター、船舶 

(b) 公用車 

(c) 民間業者の協力（薬品、診療材料、給食、医療ガス等関係業者） 

(4)－３ 長期間にわたる避難所等における救護所の設置運営 

災害時避難所の開設が長期間にわたった場合、区対策本部は医療調整班の協力を得

て、以下の方針で救護所の運営を図る。 

ア 運営管理及び外部との総合調整は、区対策本部長が指名した者が行う。 

イ 内科系を中心としたチーム編成に切り換える。 

ウ 薬剤師を派遣し、薬品管理等を行う。 

エ 精神科医、歯科医師の派遣も含めた編成も適宜加える。 

オ 薬資材及び医療用ライフライン関係の補充体制の確保を図る。 

カ 他の市町村等からの応援（ボランティア医師・看護師等含む）との連絡調整を

行う。 

キ 医療機関の稼働状況等により設置継続を適宜判断する。 

(4)－４ 保健師等による健康相談 

ア 保健師等の派遣体制の確立 

区対策本部は、災害時避難所の状況を調査し、健康部の協力を得て、避難所等

に対する保健師等の派遣計画を作成し派遣する。他の自治体からの応援を要請す

る場合は、健康部が大阪府に連絡する。 

イ 保健師等による健康相談の実施 

保健師等は、救護所、各災害時避難所及び仮設住宅等を巡回し、「災害時保健

師活動マュアル」、「災害時の栄養士活動マニュアル」、「災害時メンタルヘル

ス支援マニュアル」等に基づき避難住民等の健康管理、栄養指導等を行う。また、

診療や精神面での専門相談を要する場合などは健康部等と連携をとり、被災者が

適切な支援を受けられるように調整する。 

ウ 輸送手段の確保 

区対策本部及び健康部は、救護所や災害時避難所に派遣する保健師等の輸送手

段の確保が困難な場合、市対策本部に要請する。 
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(4)－５ ＮＢＣ攻撃を受けた場合の医療活動 

ア 核攻撃等の場合 

内閣総理大臣により「緊急被ばく医療派遣チーム」が派遣された場合、府対策

本部のもと、被ばく患者に対し、トリアージの実施、汚染や被ばくの程度に応じ

た医療活動を現地の医療関係者と協力して実施するとされている。 

また、被ばく医療に対応可能な国立病院機構の医療施設等は、現地医療機関で

遂行困難な高度専門的な除染及び治療を行うとされている。 

イ 生物剤による攻撃の場合 

厚生労働省、文部科学省は、病原体等の特性に応じた診断・治療方法の情報提

供、診断・治療方法に関する技術的助言を行う専門家の派遣、医薬品等の供給そ

の他の必要な措置に関して、医療関係者及び地方公共団体に対して的確な支援を

行うとされている。 

健康部は、病状等が既知の疾病と明らかに異なる感染症、又は重篤な感染症が

発生した場合には、必要に応じて感染症指定医療機関等への入院措置や消毒を行

うなど、感染症に対する治療及びまん延防止のための対応を行う。 

また、医療関係者に対して、ワクチン接種を行うなど所要の防護措置を実施す

る。 

さらに、国からの協力要請に応じて、医療救護班を編成し、医療活動を行う。 

ウ 化学剤による攻撃の場合  

厚生労働省は、原因物質が特定された場合は、その特性に応じた診断、治療方

法の情報提供、医薬品等の供給、その他の必要な措置に関して、医療関係者及び

地方公共団体等に対して的確な支援を行うとされている。 

消防部は、府警察、海上保安監部及び保護措置の実施を命ぜられた自衛隊の部

隊等と連携し、防護服を着用する等職員の安全を図るための措置を講じた上で、

可能な限り早期に患者を除染する。 

健康部は、厚生労働省、文部科学省とともに、生物剤による攻撃の場合と同様

に、使用された化学剤の特性に応じた医療活動を行う。 

(5) 被災者の捜索・救出 

市対策本部は、避難の指示が解除された後又は武力攻撃により新たに被害を受ける

おそれがない場合、被災情報、安否情報等を踏まえ、府警察、海上保安監部、自衛隊

等の関係機関と連携を図りながら、安全の確保に十分留意しつつ、武力攻撃災害のた

め生命若しくは身体が危険な状況にある者、生死不明の状態にある者（死亡した者を
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含む。）の捜索・救出活動を実施する。 

(6) 遺体の処理、火葬 

市は、遺体の処理、火葬を行う。 

その際、厚生労働省により、墓地、埋葬等に関する法律に規定する手続の特例が定

められたときは、その特例に基づき実施する。 

ア 組織と事務分担 

項 目 実施機関 事 務 分 担 対 応 

処 理 区対策本部 １遺体仮収容（安置）所の設置と管理 

２検案 

３遺体の洗浄、縫合、消毒 

４納棺 

５遺体の安置 

６身元不明者に関すること 

区対策本部の職員 

医師 

葬儀業者 

火 葬 環境部  火葬 環境部の職員 

イ 遺体収容（安置）所の設置 

(ｱ) 状況に応じ、遺体仮収容（安置）所として利用できる区内の公共施設、寺院等

の管理者と協議を行い、遺体収容に適当な場所を選定する。 

(ｲ) 遺体仮収容（安置）所の設置に当たっては、納棺用品等必要器材を確保する。 

(ｳ) 不足する遺体仮収容（安置）所、棺桶、納骨壺、ドライアイス及び搬送車両の

確保については、市対策本部に要請する。 

(ｴ) 搬送車両については、あらかじめ緊急通行車両として大阪府公安委員会に対し

事前届出を行うとともに、災害発生時に確認申請を行う。 

ウ 遺体の収容・身元確認 

身元不明の遺体については、府警察、その他関係機関に連絡する。 

また、警察官又は海上保安官の検視（死体調査）及び医師による検案を受けたの

ち搬送された遺体を、遺体仮収容（安置）所に収容する。 

なお、警察官又は海上保安官が検死等を終えたのちにおいて、身元が判明し、武

力攻撃災害による死であることが明らかである場合には、当該遺体は警察官又は海

上保安官から遺族に引き渡される。 

エ 遺体の処理等 

(ｱ) 遺体の処理 

遺体仮収容（安置）所に収容された遺体は、必要に応じ、洗浄、縫合、消毒等
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の処置を行い、納棺のうえ一時保管する。 

(ｲ) 遺体の引取り 

ａ その後、身元が判明し遺族等の引取人がある場合には、順次遺体を引き渡す。

遺体の引取りがあった場合には、遺体処理台帳に必要事項を記入する。 

ｂ 収容された遺体のうち身元が不明で、一定期間経過後、なお引取人がいない

場合には、行旅死亡人として扱う。 

  オ 斎場への遺体の搬送 

遺族が遺体の火葬を行うことが困難もしくは不可能である場合は、遺族に代わっ

て、市対策本部において斎場への搬送体制を整え、環境部と受入体制を調整し搬送

する。 

カ 遺体の火葬 

(ｱ) 火葬計画の策定 

環境部は、武力攻撃災害や遺体に関する情報収集に努め、速やかに火葬計画を

策定する。 

(ｲ) 応援要請・受入れ 

府広域火葬計画に基づき、応援要請・受入れを行う。 

(7) 電話その他の通信設備の提供 

区対策本部は、電気通信事業者である指定（地方）公共機関の協力を得て、避難施

設に電話その他の通信設備を臨時に設置することにより、避難住民等の通信手段の確

保を図る。 

(8)  武力攻撃災害を受けた住宅の応急修理 

都市整備部は、区対策本部の協力を得て、住宅の被災状況の把握に努め、避難の指

示が解除された後又は武力攻撃災害により新たに被害を受けるおそれがなくなった

後、武力攻撃災害により住家が半壊又は半焼し、当面の日常生活が営めない状況とな

った者が、自らの資力では応急修理をすることができない場合、その居室、炊事場及

び便所など日常生活に必要最小限度の部分に対し、応急修理を行う。  

(9)  学用品の給与 

教育部は、避難の指示に基づく避難又は武力攻撃災害により、学用品を喪失又は損

傷し、就学上支障のある小学校児童・中学校生徒（特別支援学校の児童・生徒を含む。）・

高等学校等生徒の被災状況の収集・把握に努め、必要に応じ、児童生徒に対して、教

科書及び教材、文房具、通学用品を支給する。 
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(10) 住居障害物の除去 

市対策本部は、区対策本部と連携し、武力攻撃災害により住居又はその周辺に運ば

れた土石、竹木等で日常生活に著しい支障を及ぼしている物（以下「住居障害物」と

いう。）の把握に努め、避難の指示が解除された後又は武力攻撃災害により新たに被害

を受けるおそれがなくなった後、居室、炊事場等生活に欠くことができない場所又は

玄関に障害物が運びこまれているため一時的に居住できない状況となった者が、自ら

の資力では除去することができない場合は、必要に応じて、住居障害物の除去を行う。 

  なお、住居障害物の処分地等への短期間大量搬送が困難な場合、市対策本部におい

て状況を勘案のうえ関係部等と協議して決定したがれき集積場に一時的に集積し、そ

の後の最終処分地への搬送は環境部と協議のうえ実施する。 
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   第２節 安否情報の収集・提供 

 

１ 安否情報の収集 

(1) 市長による収集 

市長は、避難施設若しくは医療機関に収容等された避難住民及び武力攻撃災害によ

り死亡し又は負傷した市民の安否情報を収集する。 

安否情報の収集にあたっては、収集に係る者の意思やプライバシーを尊重するとと

もに、個人情報の保護に十分留意する。 

(2)  収集の方法 

ア 安否情報の収集は、災害時避難所において避難者名簿を作成する等により行うほ

か、市が管理する医療機関・学校園、指定行政機関等からの情報収集、府警察への

照会などによって行う。 

イ 指定（地方）公共機関、医療機関、私立学校その他の安否情報を保有する関係機

関に対し、必要な範囲において、安否情報の収集への協力を要請する。なお、これ

らの機関に対し、安否情報の収集への協力を要請するにあたっては、当該協力が各

機関の業務の範囲内において自主的な判断に基づくものであることに留意する。 

 

《図：安否情報の収集・提供》 

府 警 察

関係機関

避難施設

総務大臣（消防庁）

府 知 事

市　　長

住

民

収集
情報提供

照会

回答

報告

報告

照会

回答

照会

回答
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(3)  収集する対象と項目 

 
 対    象 項        目 

避
難
住
民
（
令
23
条
） 

避難・収容施設の住民 

①氏名 

②出生年月日 

③性別 

④住所 

⑤国籍（日本国籍を有しない者に限る。） 

⑥個人を識別するための情報（①から⑤のいずれ

かに掲げる情報が不明な場合） 

⑦居所 

⑧負傷・疾病状況  

⑨連絡先  

⑩その他（安否の確認に必要と認められる情報） 

死
亡
・
負
傷
住
民
（
令
24
条
） 

 

市域内で死亡した住民 

①氏名 

②出生年月日 

③性別 

④住所 

⑤国籍（日本国籍を有しない者に限る。） 

⑥個人を識別するための情報（①から⑤のいずれ

かに掲げる情報が不明な場合） 

⑦死亡日時・場所・状況 

⑧死体の所在 

市域内で負傷した住民 

①氏名 

②出生年月日 

③性別 

④住所 

⑤国籍（日本国籍を有しない者に限る。） 

⑥個人を識別するための情報（①から⑤のいずれか

に掲げる情報が不明な場合） 

⑦居所 

⑧負傷・疾病状況 

⑨連絡先 

⑩その他（安否の確認に必要と認められる情報） 
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(4)  安否情報の整理 

市は、自ら収集した安否情報について、できる限り重複を排除し、情報の正確性の

確保を図りつつ、一元的に整理するよう努める。この場合において、必ずしも真偽が

定かでない情報等についても、その旨がわかるように整理をしておく。 

 
２  府知事に対する安否情報の報告 

(1)  報告方法 

市長は、収集・整理した安否情報を、府知事に対し報告する。報告は、安否情報省

令に規定する様式第３号の安否情報報告書に必要な事項を記載した書面（電子データ）

を、安否情報の整理を円滑に行う観点から、情報セキュリティ等に留意しつつ、電子

メールで送信することにより行う。 

ただし、武力攻撃災害等により電気通信設備の機能に支障をきたした場合等電子メ

ールの送信によることができない場合や、事態が急迫し職員によるデータ入力を行う

時間的余裕がない場合等には、口頭、電話その他の方法により報告を行う。 

 

 

【様式第３号】 

   

報告日時： 　年　　月　 　日 　　時　 　分

市町村名：　　　　　　 担当者名：　 　　　　　

①氏名
②
フリ
ガナ

③
出生
の年
月日

④男女
の別

⑤
住所

⑥
国籍

⑦その他
個人を識
別するた
めの情報

⑧負傷
（疾病）
の該当

⑨負傷又
は疾病の
状況

⑪連絡先
その他必
要情報

⑫親族・
同居者へ
の回答の
希望

⑬知人
への回
答の希
望

⑭親族・
同居者・
知人以外
の者への
回答又は
公表の同
意

備考

備考 １　この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
２　「③出生の年月日」欄は元号表記により記入すること。
３　「⑥国籍」欄は日本国籍を有しない者に限り記入すること。
４　武力攻撃災害により死亡した住民にあっては、「⑨負傷又は疾病の状況」欄に「死亡」と記入した上で、
　加えて「死亡の日時、場所及び状況」を記入し、「⑩現在の居所」欄に「遺体の安置されている場所」を
　記入すること。
５　 ⑫～⑭の希望又は同意欄には、安否情報の提供に係る希望又は同意について「有」又は「無」と記入
　願います。この場合において、当該希望又は同意について特段の条件がある場合は、当該条件を「備考」
　欄に記入すること。

⑩現在
の居所

安 否 情 報 報 告 書
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(2)  安否情報の報告時期 

市長は、武力攻撃事態等の推移や避難住民等の救援その他の保護措置の実施状況を

勘案し、その緊急性や必要性を踏まえ、府知事に対し、適時に安否情報を報告する。 

 

３ 安否情報の提供 

(1)  安否情報の照会の受付 

ア 市は、安否情報の照会窓口を設置し、照会窓口の電話及びファクシミリ番号等の

周知とあわせて、適切な安否情報の照会が行われるよう市民に対し周知等を行う。 

イ 安否情報の照会は、照会窓口において、安否情報省令に規定する様式第４号に必

要事項を記載した書面により受け付ける。ただし、安否情報について照会をしよう

とする者が遠隔地に居住している場合や窓口における混乱を回避するために必要が

ある場合等には、電話その他の方法での照会も受け付ける。 

ウ 照会の受付にあたっては、照会をする理由、照会に係る者を特定するために必要

な事項等を、照会を行う者に明らかにさせるとともに、必要に応じて本人であるこ

とを証明する書類（運転免許証、旅券、健康保険の被保険者証等）の提示を求める。

また、窓口における書面の提出による照会以外の場合にあっても、同様に、必要な

事項を明らかにさせる。 
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【様式第４号】 

   

安 否 情 報 照 会 書 

総務大臣                        年  月  日 
（都道府県知事） 殿 
（市町村長）  

申 請 者 
                 住所（居所）                 

氏  名                 

        

下記の者について、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置

に関する法律第９５条第１項の規定に基づき、安否情報を照会します。  

照会をする理由 
（○を付けて下さい。③

の場合、理由を記入願い

ます。） 

① 被照会者の親族又は同居者であるため。 
② 被照会者の知人（友人、職場関係者及び近隣住民）であるため。 
③ その他 
（                      ） 

備 考  
 

氏 名  

フ リ ガ ナ  

出生の年月日  

男 女 の 別  

住 所  

国 籍 
（日本国籍を有しない者に限る。） 日本       その他（       ） 

被
照
会
者

を

特

定

す

る

た

め

に

必

要

な

事

項 

その他個人を識別す

るための情報  

※ 申 請 者 の 確 認  

※ 備 考  

 
備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とします。 
   ２ 法人その他の団体にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在

地を記入願います。 
   ３ 「出生の年月日」欄は元号表記により記入願います。 
   ４ ※印の欄には記入しないで下さい。  
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(2) 安否情報の回答 

ア 市長は、安否情報の照会があったときは、照会に係る者の意思やプライバシーを

尊重するとともに、個人情報の保護に十分留意し、速やかに回答する。 

また、照会に係る者の同意を得ることが困難である場合にあっても、公益上特に

必要があると認めるときは、収集した安否情報のうち必要最小限の情報を回答する。 

イ 安否情報の照会を行う者の本人確認や照会をする理由の確認などを行うことによ

り、当該照会が不当な目的によるものではなく、また照会に対する回答により知り

得た事項を不当な目的に使用されるおそれがないと認めるときは、安否情報省令第

４条に規定する様式第５号により、次の表のとおり回答する。 

ウ 安否情報の照会方法に応じて、電話その他の方法による回答も可能とする。その

場合、当該回答を行った担当者、回答の相手の氏名や連絡先、回答した内容等につ

いて、できる限り記録しておく。 

 

 

要     件 回  答  内  容 

照会に係る者の同意がないとき 

又は 

公益上特に必要があると認めら

れないとき 

避難住民に該当するか否か 

及び 

死亡し又は負傷しているか否か 

照会に係る者の同意があるとき 

又は 

公益上特に必要があると認めら

れるとき 

 

※ ①から⑩のうち必要最小限の情報を回答する。 

 

①氏名 

②出生年月日 

③性別 

④住所 

⑤国籍（日本国籍を有しない者に限る。） 

⑥個人を識別するための情報（①から⑤のいずれ

かに掲げる情報が不明な場合） 

⑦居所（死体の所在） 

⑧負傷・疾病状況（死亡日時・場所・状況） 

⑨連絡先 

⑩その他（安否の確認に必要と認められる情報） 
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【様式第５号】 

   

安 否 情 報 回 答 書 

                                年   月   日 
     殿 

 
                                                            総務大臣 

             （都道府県知事） 
                                      (市町村長) 

 

年   月   日付けで照会があった安否情報について、下記のとおり回答し

ます。 

避難住民に該当するか否かの別  

武力攻撃災害により死亡し又は負

傷した住民に該当するか否かの別 
 
 

氏 名  

フ リ ガ ナ  

出生の年月日  

男 女 の 別  

住 所  

国 籍 
（日本国籍を有しない者に限る。） 日本      その他（       ） 

その他個人を識別 
するための情報  

現 在 の 居 所  

負傷又は疾病の状況  
 
 
 
 
 

被 
 
 

照 
 
 

会 
 
 

者 
連絡先その他必要情報  

 
備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 
   ２ 「避難住民に該当するか否かの別」欄には「該当」又は「非該当」と記入し、「武力攻撃

災害により死亡し又は負傷した住民に該当するか否かの別」欄には「死亡」、「負傷」又は「非

該当」と記入すること。 
３ 「出生の年月日」欄は元号表記により記入すること。 
４ 武力攻撃災害により死亡した住民にあっては、「負傷又は疾病の状況」欄に「死亡」と記

入した上で、加えて「死亡の日時、場所及び状況」を記入し、「居所」欄に「遺体が安置さ

れている場所」を記入すること。 
５ 安否情報の収集時刻を「連絡先その他必要情報」に記入すること。  

４ 安否情報システムの利用 

  市は安否情報の収集・提供を行う場合は、総務省（消防庁）が運用する安否情報シス

テムを利用するなど、効率的かつ安定的な安否情報の収集・提供を行うものとする。 

 

５ 日本赤十字社に対する協力 

市長は、保有する安否情報のうち、外国人に関するものを収集・整理、回答すること

とされている日本赤十字社から協力依頼があったときは、安否情報の提供など必要な協

力を行う。その場合においても、個人情報の保護等に十分留意する。 
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  第４章            武力攻撃災害への対処                       

 

第１節 市の役割 

 

１ 武力攻撃災害への対処 

市は、市域に係る武力攻撃災害を防除及び軽減するため、国及び府等の関係機関と協

力して、武力攻撃災害への対処に関する必要な措置を講ずる。 

 

２ 府知事への措置要請 

市長は、武力攻撃災害への対処に関する措置を講ずる場合において、武力攻撃により

多数の死者が発生した場合や、放射性物質や危険物質等による災害が発生し、保護措置

を講ずるため高度な専門知識、訓練を受けた人員、特殊な装備等が必要となる場合など、

自ら武力攻撃災害を防除及び軽減することが困難であると認めるときは、府知事に対し、

国の対策本部長に必要な措置の実施を要請するよう求める。 

 

３ 消防に関する措置 

消防は、その施設及び人員を活用して、市民の生命、身体及び財産を武力攻撃による

火災から保護するとともに、武力攻撃災害を防除し、及び軽減する。 

 

 

 

第２節 応急措置等の実施 

 

市は、武力攻撃事態が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、緊急の

必要があると認めるときは、他の機関との連携のもと、自らの判断に基づき、退避の指示、

警戒区域の設定、消火・救助・救急活動など、応急措置等を実施する。 

この場合、市は、武力攻撃災害への対処措置に従事する職員について、必要な情報の提

供や防護服の着用等、安全の確保のための措置を講ずる。 

 

１ 緊急通報（前掲 P49） 

 

２ 退避の指示（前掲 P51） 
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３ 警戒区域の設定 

  市長は、武力攻撃災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、市

民からの通報内容、関係機関からの情報提供、助言等から判断し、市民の生命又は身体

に対する危険を防止するため特に必要があると認めるときは、警戒区域の設定を行う。 

(1)  設定者及び設定する要件 

設定者 警戒区域を設定する要件 

市長 

武力攻撃災害が発

生し、 

又は 

まさに発生しよう

としている場合 

当該武力攻撃災害による市民の生命又は身体に対する

危険を防止するため特に必要があると認めるとき 

府知事 

当該武力攻撃災害による住民の生命又は身体に対する

危険を防止するため緊急の必要があると認めるとき市

長に代わって 

警察官 

海上保安官 

市長若しくは府知事による警戒区域の設定を待ついと

まがないとき、又は市長若しくは府知事から要請があ

ったとき 

自 衛 官 上記の者すべてがその場にいない場合に限り 

 

(2)  設定方法 

ア 市長は、警戒区域の設定に際しては、市対策本部に集約された情報のほか、府警

察、海上保安監部、自衛隊からの助言を踏まえて、その範囲等を決定する。また、

事態の状況の変化等を踏まえて、警戒区域の範囲の変更等を行う。 

ＮＢＣ攻撃等により汚染された可能性のある地域については、専門的な知見や装

備等を有する機関に対して、必要な情報の提供を求め、その助言を踏まえて区域を

設定する。 

イ 警戒区域の設定にあたっては、標示板、ロープ等で区域を明示する。 

ウ 警戒区域を設定したとき、又は警戒区域の設定を変更し、若しくは解除をした場

合は、車、拡声器等を活用し、必要と認める地域の住民に広報、周知する。また、

府知事、その他関係機関に通知するとともに、報道機関に対してその内容を提供す

る。 

エ 警戒区域内には、必要と認める場所に職員を配置し、府警察、海上保安監部と連

携して、武力攻撃災害への対処に関する措置を講ずる者以外の者に対し、当該区域

への立ち入りを制限し、若しくは禁止し、又は当該区域からの退去を命ずる。 
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オ 市長は、府知事、警察官、海上保安官又は自衛官から警戒区域の設定を行った旨

の通知を受けた場合は、警戒区域を設定する理由、設定範囲等について情報の共有

を図り、警戒区域設定に伴い必要な活動について調整を行う。 

 

４ 消火・救助・救急活動 

市は、府、府警察及び海上保安監部等と相互に連携を図りつつ、安全の確保に十分留

意したうえで、迅速かつ的確に、消火・救助・救急活動を実施する。 

(1) 消防の活動 

消防部は、その施設及び人員を活用して、国民保護法のほか、消防法、消防組織法

その他の法令に基づき、武力攻撃災害から市民を保護するため、職員の活動上の安全

確保に配慮しつつ、消火活動及び救助・救急活動等を行い、武力攻撃災害を防除し、

及び軽減する。 

この場合において、大阪市消防局災害活動支援隊は、消防部長の所轄の下で、その

活動能力に応じ地域の実状に即した活動を行う。 

ア 災害発生状況の把握 

高所カメラ、ヘリコプターテレビ伝送画像などを通じて被災状況の早期把握に努

め、関係機関へ情報伝達する。 

イ 消火活動 

(ｱ) 同時に複数の火災が発生した場合は、延焼危険の高い地域及び重要対象物を優

先して防ぎょ活動を行う。 

(ｲ)  避難所及び避難経路の周辺で火災が発生した場合には、当該避難所及び避難経

路の安全確保を優先して防ぎょ活動を行う。 

(ｳ) 火災の発生状況及び延焼動態から、避難住民に火災危険が及ぶおそれのある場

合は消防隊を集結し、火災防ぎょ活動を実施する。 

ウ 救助・救急活動 

(ｱ) 府警察、海上保安監部等の関係機関との密接な連携のもと、人命救助活動や行

方不明者の捜索を実施するとともに、医療機関と連携した救急活動を実施する。 

(ｲ)  延焼火災及び救助・救急事案が同時に多発している場合は、延焼火災現場での

人命救助活動を優先するなど、救命効果の高い活動を実施する。 

(ｳ) 迅速かつ的確な救助・救急活動が行われるよう、必要な交通規制を実施するよ

う府警察に要請するとともに、府警察、道路管理者、自衛隊の部隊等と協力して

障害物の除去等にあたる。 
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(2)  相互応援（受援及び応援） 

ア 受援（本市が被災地となる場合） 

(ｱ) 市長は、市域内の消防力では十分に消防活動が実施できない場合は、府知事又

は他の市町村長、若しくは必要に応じて直接、消防庁長官に対し、消防の応援要

請を行う。 

(ｲ) 市長は、消防の応援要請に基づき本市に派遣された職員について、その指揮を

とる。また、火災の状況、地理、水利の情報を応援市町村に対して提供する。 

(ｳ) 市長は、消防に関する応援要請を行ったとき、これらの消防部隊の応援が円滑

かつ適切に行なわれるよう、府知事と連携し、出動部隊に関する情報を収集する

とともに、進出拠点等に関する調整や指揮体制の確立を図るなど受援に関して必

要な事項の調整を行う。 

イ 応援（本市以外の市町村が被災地の場合） 

(ｱ)  市長は、被災市町村長からの応援要請若しくは、府知事又は消防庁長官からの

指示があった場合は、可能な限り速やかに応援を行う。 

(ｲ) 市長は、府知事と連携し、応援出動する市町村（応援出動のため経路となる市

町村を含む）の、火災状況、地理、水利の情報を応援市町村から提供を受ける等、

応援する職員が必要となる情報を収集する。 

(3)  安全の確保 

ア  市長は、消火活動及び救助・救急活動等を行う職員に対して、二次被害を生じる

ことがないよう国の現地対策本部及び府対策本部等からの情報を市対策本部に集約

し、全ての最新情報を提供するとともに、府警察等との連携した活動体制を確立す

るなど、安全の確保のための必要な措置を行う。 

イ  市長は、被災市町村長からの要請、府知事又は消防庁長官からの指示に基づき応

援を行う場合は、武力攻撃の状況及び予測、武力攻撃災害の状況、災害の種別、防

護可能な資機材、設備、薬剤等に関する情報を収集するとともに、出動する職員に

対し安全の確保のための必要な情報の提供及び支援を行う。 

     また、府知事又は消防庁長官からの指示により応援する場合、府知事又は消防庁

長官は、応援出動する職員の安全確保に十分配慮し、危険が及ばないよう必要な措

置を講じなければならないとされている。 

ウ  市長若しくは消防長又は水防管理者は、特に現場で活動する職員、水防団員等に

対し、必ず特殊標章等を交付し、着用及び携行させる。 
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(4)  関係機関による連絡会議の開催  

市は、府、府警察、海上保安監部及び自衛隊の部隊等と、相互に連携した救助・救

急活動が実施できるよう、情報連絡を緊密に行うとともに、活動区域や役割分担等の

調整を図るため、必要に応じて連絡会議を開催する。 

 (5)  市民への協力要請 

市長若しくは市職員は、市域に係る武力攻撃災害が発生し、又はまさに発生しよう

としている場合において、消火、負傷者の搬送、被災者の救助その他の武力攻撃災害

への対処に関する措置を講ずるため緊急の必要があると認めるときは、市民に対し、

その実施に必要な援助について協力を要請する。 

なお、この要請を行う者は、要請を受けて武力攻撃災害への対処に関する措置の実

施に必要な援助について協力をする者の安全の確保に十分に配慮しなければならな

い。 

 

 

 

第３節 生活関連等施設の安全確保 

 

１ 生活関連等施設の安全確保 

(1)  生活関連等施設 

生活関連等施設とは、国民保護法第１０２条第１項の規定に定める、次のいずれか

に該当する施設で政令で定めるものをいう。 

ア 国民生活に関連を有する施設で、その安全を確保しなければ国民生活に著しい支

障を及ぼすおそれがあると認められるもの 

イ その安全を確保しなければ周辺の地域に著しい被害を生じさせるおそれがあると

認められる施設 
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 政令で定められた施設 施設の対象範囲が示されている法律 

① 発電所又は変電所 電気事業法 

② ガス工作物 ガス事業法 

③ 取水・貯水・浄水施設又は配水池 水道法 

④ 鉄道施設、軌道施設 鉄道事業法、軌道法 

⑤ 電気通信事業用交換設備 電気通信事業法 

⑥ 放送用無線設備 放送法 

⑦ 水域施設又は係留施設 港湾法 

⑧ 
滑走路等、旅客ターミナル施設、

航空保安施設 
空港整備法及び航空法 

⑨ ダム 河川管理施設等構造令 

⑩ 危険物質等の取扱所 国民保護法 

 

(2)  市の役割 

ア 生活関連等施設の状況の把握 

市は、市対策本部を設置した場合においては、市域に所在する生活関連等施設の

安全に関する情報、各施設における対応状況等の必要な情報を府などから収集する。 

イ 支援 

市は、生活関連等施設の管理者から支援の求めがあったときは、指導、助言、連

絡体制の強化、資機材の提供、職員の派遣など、可能な限り必要な支援を行う。 

また、自ら必要があると認めるときも、同様とする。 

ウ 市が管理する施設の安全の確保 

市長は、市が管理する生活関連等施設について、当該施設の管理者としての立場

から、警備の強化その他施設の安全確保のために必要な措置を行う。 

この場合において、市長は、必要に応じ、府警察、海上保安監部その他の行政機

関に対し、支援を求める。 

また、このほか、生活関連等施設以外の市が管理する施設についても、生活関連

等施設における対応を参考にして、可能な範囲で警備の強化等の措置を講ずる。 
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《図：生活関連等施設の安全確保》 
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警備の強化

①使用停止など
②製造禁止など
③所在場所の変更など

危
険
物
質
等
の
取
扱
者

安全確保措置の実施

支援の求め

立入制限区域

の設定

要請

実施

求め

命令

実施

指揮

通知

要請
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２ 危険物質等に係る武力攻撃災害の発生の防止 

(1)  危険物質等に関する措置命令等 

市長は、武力攻撃事態等において、危険物質等に係る武力攻撃災害の発生を防止す

るため、必要があると認めるときは、当該危険物質等の取扱者に対し、警備の強化を

求めるほか、緊急の必要があると認めるときは、政令で定められた武力攻撃災害発生

防止のための必要な措置を講ずべきことを命ずる。 

なお、避難住民の運送などの措置において、当該物質等が必要となる場合は、関係

機関と市対策本部で所要の調整を行う。 

また、措置を講ずべきことを命ずるため必要があると認める場合は、危険物質等の

取扱者から危険物質等の管理の状況について報告を求める。 

 

実施主体 権限 要件 対象 

市長 

府知事 

指定（地方）行政 

機関の長 

警備の強化の求め 

危険物質等に係る武

力攻撃災害の発生を

防止するため必要が

あると認めるとき 

危険物質等の取扱

者（占有者、所有者、

管理者その他の危

険物質等を取扱う

者） 

措置の実施命令 

(措置は(2)のとおり) 

緊急の必要があると

認めるとき 

管理状況の報告の求め 

措置の実施を命ずる

ため必要があると認

めるとき 

 

(2)  市長が命ずることができる対象物質と措置内容 

ア 対象物質  

(ｱ) 市域に設置される消防法第２条第７項の危険物の製造所、貯蔵所若しくは取扱

所（移送取扱所を除く。）又は本市域のみに設置される移送取扱所において貯蔵

し、又は取り扱われる（消防法第９条の４の指定数量以上の）危険物 

(ｲ) 毒物及び劇物取締法第２条第１項の毒物及び同条第２項の劇物（同法第３条第

３項の毒物劇物営業者、同法第３条の２第１項の特定毒物研究者並びに当該毒物

及び劇物を業務上取り扱う者が取り扱うものに限る。）を毒物及び劇物取締法第

４条第１項の登録を受けた者が取り扱うもの 
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イ 措置内容 

(ｱ)  危険物質等の取扱所の全部又は一部の使用の一時停止又は制限（危険物につい

ては、消防法第１２条の３、毒物劇物については、国民保護法第１０３条第３項

第１号）〔措置１〕 

(ｲ) 危険物質等の製造、引渡し、貯蔵、移動、運搬又は消費の一時禁止又は制限（国

民保護法第１０３条第３項第２号）〔措置２〕 

(ｳ) 危険物質等の所在場所の変更又はその廃棄（国民保護法第１０３条第３項第３

号）〔措置３〕 

物質の種類と対象範囲を示す法律 措置命令者 
措    置 

措置１ 措置２ 措置３ 

① 
危険物 

【消防法】 

総務大臣 

府知事 

市長 

第12条の３ ○ ○ 

② 
毒物及び劇物 

【毒劇物取締法】 

厚生労働大臣 

府知事 

市長 

○ ○ ○ 

③ 
火薬類 

【火薬類取締法】 

経済産業大臣 

国土交通大臣 

府公安委員会 

第45条 同左 同左 

④ 
高圧ガス 

【高圧ガス保安法】 

経済産業大臣 

府知事 
第39条 同左 同左 

⑤ 
核燃料物質（汚染物質含む。） 

【原子力基本法】 
原子力規制委員会 □ □ □ 

⑥ 
核原料物質 

【原子力基本法】 
原子力規制委員会 ○ ○ ○ 

⑦ 
放射性同位元素（汚染物質含む。） 

【放射線障害防止法】 
原子力規制委員会 第33条第４項 同左 同左 

⑧ 
毒薬及び劇薬 

【薬事法】 

厚生労働大臣 

府知事 
○ ○ ○ 

⑨ 
事業用電気工作物内の高圧ガス 

【電気事業法】 
経済産業大臣 ○ ○ ○ 

⑩ 
生物剤及び毒素 

【生物兵器禁止法】 
主務大臣 ○ ○ ○ 

⑪ 
毒性物質 

【化学兵器禁止法】 
経済産業大臣 ○ ○ ○ 

備考 

（注１）○は国民保護法第１０３条第３項、□は同法第１０６条(事業所外運搬に係る事実の発

生の場合は国土交通大臣を追加)の規定によって、当該措置の権限が付与されており、条

項を表記しているものは、それぞれ既存の個別法により当該措置の権限が付与されてい

る。 

（注２）ここに記載する措置には、指定行政機関及び地方公共団体が事態対処法第２条第７号

の対処措置の用に供する危険物質等に係る措置を含まないものとする。 
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３ 石油コンビナート等に係る災害への対処 

市は、石油コンビナート等特別防災区域（大阪北港地区）に係る武力攻撃災害への対

処については、石油コンビナート等災害防止法の規定が適用されることから、府と連携

して、同法に定める措置を行うことを基本とする。 

また、石油コンビナート等は危険物質等の取扱所として生活関連等施設に該当するこ

とから、石油コンビナート等災害防止法に基づく対処に加えて、生活関連等施設に関す

る措置及び危険物質等の取扱所に関する措置もあわせて講ずる。 

 

 

 

第４節 ＮＢＣ攻撃による災害への対処 

 

１ 市の役割 

市は、ＮＢＣ攻撃による汚染が生じた場合の対処について、国による基本的な方針を

踏まえた対応を行うことを基本としつつ、特に、対処の現場における初動的な応急措置

を講ずる。 

(1)  応急措置の実施 

市長は、ＮＢＣ攻撃が行われた場合においては、その被害の現場における状況に照

らして、現場及びその影響を受けることが予想される地域の住民に対して、退避を指

示し、又は警戒区域を設定する。 

市は、保有する装備・資機材等により対応可能な範囲内で関係機関とともに、原因

物質の特定、被災者の救助等のための活動を行う。 

(2)  国の方針に基づく措置の実施 

市は、内閣総理大臣が、関係大臣等を指揮して、汚染拡大防止のための措置を講ず

る場合においては、内閣総理大臣の基本的な方針及びそれに基づく各省庁における活

動内容について、府を通じて国から必要な情報を入手するとともに、当該方針に基づ

いて、所要の措置を講ずる。 

(3)  関係機関との連携 

市長は、ＮＢＣ攻撃が行われた場合は、市対策本部において、府警察、海上保安監

部、自衛隊、医療関係機関等から被害に関する情報や関係機関の有する専門的知見、

対処能力等に関する情報を共有し、必要な対処を行う。 
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(4)  市長の権限 

ア 市長は、府知事から汚染の拡大を防止するため協力の要請があったときは、府警

察等の関係機関と調整しつつ、下記の措置を実施する。 

(ｱ) 汚染され、又は汚染された疑いがある「飲食物、衣類、寝具その他の物件」の

占有者に対し、当該物件の移動を制限し、又は禁止し、又は当該物件を廃棄すべ

きことを命ずること。 

(ｲ) 汚染され、又は汚染された疑いがある「生活の用に供する水」の管理者に対し、

その使用若しくは給水を制限し、又は禁止すべきことを命ずること。 

(ｳ) 汚染され、又は汚染された疑いのある「死体」の移動を制限し、又は禁止する

こと。  

(ｴ) 汚染され、又は汚染された疑いがある「飲食物、衣類、寝具その他の物件」を

廃棄すること。 

(ｵ) 汚染され、又は汚染された疑いがある「建物」への立入りを制限し、若しくは

禁止し、又は当該建物を封鎖すること。 

(ｶ) 汚染され、又は汚染された疑いがある「場所」の交通を制限し、又は遮断する

こと。 

イ 市長は、府知事からの協力要請に基づき、上記アの(ｱ)から(ｴ)の措置を講ずると

きは、当該措置の名あて人に対し、次に掲げる事項を通知する（差し迫った必要が

あるときは、当該措置を講じた後、相当の期間内に、同事項を当該措置の名あて人

に通知する。）。また、上記アの(ｵ)及び(ｶ)の措置を講ずるときは、適当な場所に次

に掲げる事項を掲示する（差し迫った必要があるときは、現場における職員の指示

をもってこれに代える。）。 

(ｱ) 当該措置を講じる旨 

(ｲ) 当該措置を講じる理由 

(ｳ) 当該措置の対象となる物件、生活の用に供する水又は死体（上記アの(ｵ)及び

(ｶ)の措置を講ずる場合にあっては、当該措置の対象となる建物又は場所） 

(ｴ) 当該措置を講ずる時期 

(ｵ) 当該措置の内容 

(5)  汚染原因に応じた対応 

ア 核攻撃等の場合 

消防部は、内閣総理大臣の指揮、府知事からの協力要請等により、国の対策本部

長の調整のもと、防護服を着用する等職員の安全を図るための措置を講じたうえで、
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被ばく線量の管理を行いつつ、可能な限り迅速に救急・救助活動を行うとともに、

汚染物質に関する情報を市対策本部、府対策本部、医療機関等の関係機関と共有す

る。 

市長は、府知事等と連携し、警戒区域の設定等の措置を講ずる。 

イ 生物剤による攻撃の場合 

消防部は、内閣総理大臣の指揮、府知事からの協力要請等により、国の対策本部

長の調整のもと、防護服を着用する等職員の安全を図るための措置を講じたうえで、

汚染の原因物質の特定のため、適宜検知等を実施しつつ、可能な限り迅速に救急・

救助活動を行う。また、汚染物質に関する情報を市対策本部、府対策本部、医療機

関等の関係機関と共有する。 

また、職員にワクチン接種を行うなど、所要の防護措置を講じたうえで、府が実

施する患者の移送に協力する。 

市長は、府知事等と連携し、警戒区域の設定等の措置を講ずる。 

保健所は、府警察等の関係機関と連携し、消毒剤、除染機材等の装備を用いて消

毒等の措置を講ずる。 

ウ 化学剤による攻撃の場合 

消防部は、内閣総理大臣の指揮、府知事からの協力要請等により、国の対策本部

長の調整のもと、防護服を着用する等職員の安全を図るための措置を講じたうえで、

汚染の原因物質の特定のため、適宜検知等を実施しつつ、可能な限り迅速に救急・

救助活動を行う。また、汚染物質に関する情報を市対策本部、府対策本部、医療機

関等の関係機関と共有し、汚染地域の特定、被災者の救助・救急活動及び除染等汚

染の拡大防止のための措置を講ずる。 

市長は、府知事等と連携し、警戒区域の設定等の措置を講ずる。 

(6)  職員の安全の確保 

市長は、措置に当たる職員に危険が及ばないよう防護服を着用させるなどのほか、

武力攻撃災害の状況等の情報収集に努め、当該情報を速やかに提供するなどにより、

応急対策を講ずる職員の安全の確保に配慮する。 
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第５節 保健福祉・衛生 

 

市は、避難先地域においては、常に良好な衛生状態を保つように努め、特に、高齢者、

障がい者等避難行動要支援者の心身双方の健康状態には特段の配慮を行うとともに、社会

福祉協議会等関係団体と協力し、必要な福祉サービスが継続的に実施できるよう努める。 

また、市は、保健医療関係者による巡回健康相談等を実施し、必要に応じ、健康相談等

窓口を設置する。 

 

１ 防疫活動 

市は、感染症法（感染症名は次ページ参照）、災害防疫実施要綱（厚生労働省）及び国

民保護法第１２１条の規定による特例に基づき、患者等の人権に配慮しながら、防疫活

動を実施する。 

 

(1)  感染症への対応 

ア  災害発生後、速やかに感染症の発生状況及び動向に関する調査を行い、一類感染

症、二類感染症及び三類感染症のまん延を防止するために必要と認めたときは、健

康診断の勧告等を行う。 

イ 一類感染症及び二類感染症患者の発生時は、感染症指定医療機関等と連携し、必

要病床数を確保するとともに、患者移送車の確保を行い、入院の必要がある感染症

患者について入院の勧告等を行う。 

【参考】 

類 型 感 染 症 名 

一類感染症 
エボラ出血熱、クリミア・コンゴ出血熱、痘そう、南米出

血熱、ペスト、マールブルグ病、ラッサ熱 

二類感染症 

急性灰白髄炎、結核、ジフテリア、重症急性呼吸器症候（病

原体がＳＡＲＳコロナウィルスであるものに限る。）、鳥

インフルエンザ（病原体がインフルエンザウイルスＡ属イ

ンフルエンザＡウイルスであってその血清亜型がＨ５Ｎ１

であるものに限る。） 

三類感染症 
コレラ、細菌性赤痢、腸管出血性大腸菌感染症、腸チフス、

パラチフス 
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(2)  環境衛生対策班の編成 

ア 環境衛生対策班は、健康部長又は区対策本部長の指令を受け保健所、区保健福祉

センターへ派遣され、保健所長及び区対策本部長の指揮において活動する。 

イ 環境衛生対策班は、保健所及び区保健福祉センターの職員で構成する。 

ウ １班の編成人員は、３名（監視員、生活環境指導員及び衛生防疫員等）、班数は

３６班とする。  

エ 健康部又は区対策本部は、保健所及び区保健福祉センターの職員だけでは対応で

きない場合、市対策本部に広域応援を要請する。 

オ 健康部は、区対策本部との連絡調整を図り、連携してそれぞれの指揮する環境衛

生対策班の任務を調整する。 

(3)  環境衛生対策班の任務 

環境衛生対策班は、武力攻撃災害時、避難所、生ごみ集積場等衛生管理や消毒を必

要とする施設並びに地域の衛生的環境を確保するため、衛生対策を実施する。 

ア 避難所の衛生管理、消毒 

避難所、仮設トイレ等の衛生管理の指導及び消毒を実施する。 

なお、避難所の開設状況については区対策本部でまとめ危機管理部から一括して

健康部に情報を提供する。また、仮設トイレの設置場所については、環境部で一括

して情報を健康部に提供する。 

イ 臨時集積場等の衛生管理、消毒 

生活系ごみの処理は、環境部において実施するが、臨時集積場等に対する衛生管

理の指導及び消毒等を実施する。 

なお、生活廃棄物の回収状況、臨時集積場等の状況は、環境部が一括して情報を

健康部に提供する。 

ウ  汚物、汚水流出地区の衛生管理、消毒 

武力攻撃により下水道が破損し、汚物、汚水が流出した場合、流出地域の衛生管

理及び消毒等を実施する。 

エ その他 

(ｱ) 救護所等の衛生管理、消毒 

(ｲ) 被災家屋の衛生管理の指導及び消毒 

(ｳ) 受水槽式給水施設の衛生管理 

(ｴ) ねずみ、ハエ、蚊等の駆除 

(ｵ) 消毒用薬剤の配布 
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(4)  防疫資器材等の調達 

環境衛生対策班は、区保健福祉センターに備蓄されている防疫資器材等を利用し、

不足が生じた場合は、健康部または区対策本部を通じて調達を要請する。 

 

２ 食品衛生活動 

 市は、食品衛生対策班を編成し、食品等の衛生確保のための措置を実施する。 

(1)  食品衛生対策班の編成 

ア  食品衛生対策班は、健康部長又は区対策本部長の指令を受け、保健所、区保健福

祉センターへ派遣され、保健所長及び区対策本部長の指揮において活動する。 

イ 食品衛生対策班は、保健所及び区保健福祉センター職員で構成する。 

ウ １班の編成人員は、２名（監視員及び生活環境指導員等）、班数は３６班とする。 

エ 健康部又は区対策本部は、保健所及び区保健福祉センターの職員だけでは対応で

きない場合、市対策本部に広域応援を要請する。 

オ 健康部は、区対策本部との連絡調整を図り、連携してそれぞれの指揮する食品衛

生対策編の任務を調整する。 

(2)  食品衛生対策班の任務 

  食品衛生対策班は、被災時、避難所、食品調理及び保管施設等の衛生管理や調理実

務者に対する衛生指導を実施する。 

ア 避難所や被災地内の店舗に食品を供給する食品製造業者、販売業者等に対して指

導を行い、食品衛生上の危害防止に当たる。 

イ 避難所内の食品調理及び保管施設の衛生指導を行い、食品衛生上の危害防止に努

める。 

ウ 避難所において炊出しをする場合、炊出し実施者に対して衛生上の注意を喚起す

る。 

エ 被災地内において、営業を再開する食品関係施設に対し監視・指導する。 

オ 避難所や被災地域における応急給水拠点で供給する飲料水の水質を検査し、安全

性を確保するよう指導する。 

なお、健康部は、水道部から一括して応急給水拠点の設置状況の報告を受けると

ともに、各区対策本部に報告する。 

(3)  検査資器材等の調達 

食品衛生対策班は、保健所及び区保健福祉センターに備蓄されている検査資器材等 

を利用し、不足が生じた場合は、健康部または区対策本部を通じて調達を要請する。 
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３ 飲料水衛生確保対策 

市は、感染症等を防止するため、飲料水の衛生確保のための措置を実施するとともに、

飲料水に関して保健衛生上留意すべき事項等について、市民への情報提供を行う。 

 

４ 避難住民等の健康維持活動 

市は、避難住民等の健康状態、栄養状態を十分に把握するとともに、助言、加療等、

避難住民等の健康維持に必要な活動を実施する。 

(1)  巡回相談等の実施 

ア 区対策本部は、災害時避難所等の状況を調査し、健康部の協力を得て、避難所等

に対する保健師等の派遣計画を作成し、派遣する。 

イ 保健師等は、救護所において又は各災害時避難所等を巡回し、避難住民等の健康

管理、栄養指導等を行う。 

  特に、避難行動要支援者に対しては、重点的に対応する。 

ウ 高度医療を要する在宅療養者を把握し、適切な指導を行う。 

 

(2)  心の健康相談等の実施 

  ア 災害による心的外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）、生活の激変による依存症等に対

応するため、心の健康に関する相談窓口を設置する。 

 イ 環境の激変による精神疾患患者の発生、通院患者の医療中断状況を踏まえて、精

神科医の派遣も含めた編成を適宜加えた救護所の運営を図る。 

 

５ 福祉サービスの提供 

  市は、被災した高齢者・障がい者等に対して、被災状況やニーズの把握に努めるとと

もに、関係団体と協力して、継続的に福祉サービスの提供を行う。 

(1)  福祉ニーズの把握 

福祉部は、区対策本部と連携し、被災した高齢者、障がい者等に対して、必要な福

祉サービスが組織的、継続的に提供できるよう、福祉ニーズの迅速な把握に努める。

また、こども青少年局は、区対策本部及び教育部の協力を得て、被災により保護者を

失う等の要保護児童の迅速な発見、保護に努める。 

(2)  支援活動 

福祉部は、区対策本部と連携し、被災した高齢者、障がい者等に対して、関係団体

と協力し、ホームヘルパーの派遣等必要な在宅福祉サービスの継続的な提供に努める。 
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(3)  緊急入所等 

福祉部は、区対策本部と連携し、被災により、居宅、避難所等で生活できない高齢

者、障がい者等について、本人の意思を尊重したうえで、関係団体の協力を得て、社

会福祉施設への緊急一時入所を迅速かつ円滑に行う。 

 

６ 応援要請 

市長は、防疫活動、食品衛生活動、健康維持活動及び福祉サービスの提供において、

市単独での対処が困難になった場合は、府及び他の市町村に応援を要請する。 

 

７ 動物の保護等に関する配慮 

健康部は、「動物の保護等に関して地方公共団体が配慮すべき事項についての基本的な

考え方について」（平成１７年８月３１日環境省自然環境局総務課動物愛護管理室及び農

林水産省生産局畜産部畜産企画課通知）を踏まえ、飼養等されていた家庭動物等の保護

収容等、危険動物等の逸走対策などに係る所要の措置を講ずるよう努める。 

 

 

 

第６節 廃棄物の処理 

 

市は、廃棄物処理法及び国民保護法第１２４条の規定による特例に基づき、廃棄物（ご

み、がれき等、し尿）について、被災地域の衛生状態の保持及び復旧活動の円滑な促進の

ため、適正な処理を実施する。 

 

１ ごみの処理 

(1) 作業計画の作成  

環境部は、災害発生時、速やかに被災地域（安全な地域に限る）における所要作業

量の調査を行い、その調査結果に基づき作業計画を策定する。なお、環境保全及び衛

生面の観点から緊急度の高い生活系ごみを優先し、作業可能地域から作業を開始する。 

また、許可業者収集ごみについても生活系ごみを優先し、適切に処理できるよう指

導する。 

(2)  一時集積 

ア 大量に発生したごみについては、処理施設等で速やかに処理を行うが、処理施設
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等への搬入が困難な場合には、公有地等を利用して臨時集積場を設け一時集積する。 

イ 臨時集積場は、市対策本部において状況を勘案のうえ関係部等と協議して選定す

るものとする。 

(3)  処理・処分 

臨時集積場のごみは、作業計画に基づき、トラック等で輸送し、可燃物は本市焼却

施設で処理する。また不燃物等は、破砕施設で中間処理した後、焼却施設で処理し、

本市処分場及びフェニックス事業で処分する。 

なお、本市処理施設等で処理能力が不足する場合には、他の市町村等に処理応援を

求める。 

(4)  応援要請 

ア 作業に要する機材等が不足する場合には、契約管財部に借り上げを要請するとと

もに関係業界に協力を求める。 

イ さらに必要人員等が不足する場合には、他の市町村等に応援を求める。 

 

２ がれき等の処理 

(1)  作業計画の策定 

環境部は、災害発生時、速やかに被災地域（安全な地域に限る）におけるがれき等

に関する情報収集に努め、選別作業計画を策定する。 

ア 解体現場における分別を可能な限り徹底する。 

イ 可燃物については、減容化・安定化を図るため、焼却工場において焼却する。 

ウ 金属、コンクリートガラ、木くず等については、リサイクルを推進する。 

(2)  一時集積 

ア がれき等の処理にあたっては、可能な限り発生源で可燃物と不燃物の選別を行う

ことを原則とする。 

イ がれき等は、公有地等を利用し、発生量に相応するがれき臨時集積場を設け一時

集積する。 

ウ がれき臨時集積場は、市対策本部において状況を勘案のうえ関係部等と協議して

選定する。 

エ 木質系廃棄物については、解体現場において、木材、金属、不燃物等の分別を行

った後、指定のがれき臨時集積場に搬入する。コンクリート系廃棄物については、

解体現場において、コンクリート塊、鉄筋、鉄骨、金属、可燃物の分別を行った後、

指定のがれき臨時集積場に搬入する。 
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オ がれき臨時集積場においては、廃棄物の崩落や火災を発生させないよう、適切な

対策を講ずる。 

カ がれき臨時集積場に一時集積されたがれき等は、必要に応じ破砕処理を行うとと

もに可能な限り可燃物と不燃物の選別を行う。 

(3)  処理・処分 

ア  がれき臨時集積場で選別したがれき等のうち可燃物は、本市焼却施設で処理する。 

     また不燃物等は、破砕施設で中間処理した後、焼却施設で処理し、本市処分場及

びフェニックス事業で処分する。  

(ｱ) コンクリートガラは、再生材、埋立用材として可能な限りリサイクルを推進す

る。 

(ｲ) 金属は分別し、可能な限りリサイクルを推進する。 

(ｳ) 木くずは、チップ化などの再利用・再資源化を積極的に推進する。 

(ｴ) 不燃系がれきは、陶器くず、ガラスくず、瓦くず等の混合物であり、早期処理

の観点からは再資源化は困難であり、可能な限り破砕により減容した後、埋立処

分を行う。 

(ｵ) 混合廃棄物は、可能な限り、再選別し、資源化を図ったうえ、残った可燃物は

焼却後埋立処分し、不燃物は埋立処理する。 

イ がれき臨時集積場における作業が周辺環境へ影響を及ぼさないよう、必要に応じ

周囲に飛散防止ネット・防音シートの設置を行うなどの対策を講ずるとともに、が

れき臨時集積場入口周辺での車両渋滞等においても、周辺住民への影響を防止する

よう留意する。 

ウ がれき臨時集積場のがれき等について、本市処理施設等で処理能力が不足する場

合には、他の市町村等に処理応援を求める。 

(4)  応援要請 

ア 作業に要する人員及び機材については、関係業界に協力を求める等必要人員を確

保するとともに、契約管財部あて必要機材の借り上げを要請する。 

イ さらに必要人員等が不足する場合には、他の市町村等に応援を求める。 

 

３ し尿の処理 

(1)  作業計画の策定 

環境部は、災害発生時、速やかに避難所をはじめ被災地域（安全な地域に限る）に

おける必要作業量を把握し、作業計画を策定した後、環境衛生保全の観点から、緊急
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性・作業の可能性等を十分に考慮して、作業を開始する。 

(2)  トイレの設置及びし尿の収集  

ア トイレの設置 

初期的には、本市備蓄トイレで対応する。その後、区対策本部等の要請に基づき

レンタルの仮設トイレを必要数設置する。 

また、広域避難場所や災害時避難所周辺の仮設トイレ汚水受入れ施設の設置が必

要となった場合は、区対策本部等の要請に基づき、市対策本部が建設部に設置を要

請する。 

イ し尿の収集 

被災地域の環境衛生を保全するため、本市の委託業者による応急収集を実施する。 

(3)  処理・処分 

本市処理施設等で処理・処分を行う。 

(4)  応援要請 

本市備蓄トイレやレンタルの仮設トイレで不足する場合、又し尿の収集作業に支障

がある場合には、他の市町村等に応援を求める。 

 

 

 

第７節 被災情報等の収集・報告・公表等  

 

１ 被災情報の収集及び共有 

(1) 市対策本部は、都市防災情報システム、電話、防災行政無線その他の通信手段によ

り、武力攻撃災害が発生した日時及び場所又は地域、発生した武力攻撃災害の状況の

概要、人的及び物的被害の状況等の被災情報について収集する。 

(2) 市対策本部は、府を通じて府内市町村の被災情報について収集する。 

(3) 市対策本部が収集した情報については、速やかに各区対策本部と情報の共有化を図

る。 

(4) 市対策本部は、情報収集にあたっては消防機関、府警察、海上保安監部等との連絡

を密にするとともに、情報の共有化を図る。 

 

２ 被災情報の報告 

(1) 市長は、自ら収集した被災情報の第一報については、火災・災害等即報要領（昭和
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５９年１０月１５日消防防災第２６７号消防庁長官通知）に基づき、電話、ファクシ

ミリにより直ちに府知事に報告する。 

(2) 市長は、第一報を府知事に報告した後も、随時被災情報の収集に努めるとともに、

収集した情報について消防庁が定める様式に従い、電話、ファクシミリにより報告す

る。 

 

３ 公表・情報提供等 

市は、市民の安全の確保、不安の軽減、混乱の防止などを図るため、公表・情報提供

等にあたっては、さまざまな手段を活用し、また、広報担当を置くなどにより、被災情

報のほか、事態の推移、保護措置の実施状況、留意事項等について、市民に対して適時

に、正確かつ積極的な公表・情報提供等に努める。 

また、提供する情報の内容について、府に通知し、情報交換を行うよう努める。 
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 第５章       市民生活の安定              

 

 市は、武力攻撃事態等においては、国、府、指定（地方）公共機関等と連携しつつ、安

定した市民生活の早期回復を図るため、生活関連物資等の価格安定並びに避難住民等の生

活安定等のための措置、生活基盤等の確保など、市民生活の安定に必要な措置を実施する。 

 

１ 生活関連物資等の価格安定 

市長は、国及び府と連携しつつ、生活関連物資等（食料、被服、日用品、燃料、生産

資材その他の市民生活との関連性が高い又は市民経済上重要な物資又は役務）の価格の

安定を図る。 

(1)  生活関連物資等の価格の調査・監視 

市民部は、物価の安定を図り、生活関連物資等の適切な供給を図るとともに、価格

の高騰や買占め及び売惜しみを防止のための、次の措置を行う。 

ア 生活関連物資等の価格の高騰、買占め及び売惜しみの防止のための調査や監視を

行い、必要に応じ、関係事業者団体等に対して供給の確保や便乗値上げの防止等の

要請を実施する。 

イ 生活関連物資等の需給・価格動向について、物価情報ネットワーク等を活用しつ

つ、必要な情報共有に努めるとともに、市民への情報提供や相談窓口を設置する。 

(2)  関係法令に基づく措置 

市民部は、生活関連物資等の価格の高騰又は供給不足が生じ、又は生ずるおそれが

ある場合には、関係法令に基づき、次の措置を行う。 

ア 生活関連物資等の買占め及び売惜しみに対する緊急措置に関する法律に係る措 

 置 

イ 国民生活安定緊急措置法に係る措置 

 

２ 避難住民等の生活安定等 

市は、避難住民等の生活安定や生活再建等を図るため、各種の支援措置にかかる相談 

窓口等を設置するほか、国、府、関係機関等と連携し、必要な措置を実施する。 

(1)  被災児童生徒等に対する教育 

教育部は、府教育委員会と連携し、被災した児童生徒等に対する教育に支障が生じ

ないようにするため、避難先での学習機会の確保、教科書の供給、授業料の減免、奨

学金の貸与、被災による生活困窮家庭の児童・生徒に対する就学援助を行うとともに、
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避難住民等が被災地に復帰する際の必要に応じた学校施設等の応急復旧など、関係機

関と連携し、適切な措置を講ずる。 

(2)  公的徴収金の減免等 

財政部は、避難住民等の負担軽減のため、法律及び条例の定めるところにより、市

税に関する申告、申請及び請求等の書類、納付または納入に関する期間の延期並びに

市税（延滞金を含む。）の徴収猶予及び減免の措置を災害の状況に応じて実施する。 

(3)  就労状況の把握と雇用の確保 

  市民部は、被災者等の就労状況の把握に努めるとともに、厚生労働省の職業紹介等

の雇用施策及び被災地域における雇用の維持に関する措置に協力し、その避難住民等、

被災地域等の実情に応じた雇用確保等に努める。 

 

３ 生活基盤等の確保 

(1)  水の安定的な供給 

水道部は、水道事業者、水道用水供給事業者及び工業用水道事業者として、消毒そ

の他衛生上の措置、被害状況に応じた送水停止など、武力攻撃事態等において水を安

定的かつ適切に供給するために必要な措置を講ずる。 

(2)  施設の適切な管理 

建設部、港湾部は、河川管理施設、道路及び港湾の管理者として、当該施設を適切

に管理する。  



 - 98 -

                    第３編 平素からの備え                      

 

  第１章             組織・体制の整備                        

 

第１節  市における組織・体制の整備 

 

１ ２４時間即応体制の確立 

市は、武力攻撃等が発生した場合において、事態の推移に応じて迅速に対応する必要

があるため、速やかに関係職員等に連絡が取れる２４時間即応可能な体制を確保する。 

 

２ 動員体制、連絡網の整備 

武力攻撃事態等の発生時に必要な職員が迅速に参集できるよう、所属長は、災害の状

況に応じた動員計画を定める。また、所属員に対し動員計画を周知するとともに、所属

員の緊急時連絡名簿を整備し、速やかに動員体制がとれるようにする。 

 

３ 消防等の体制 

消防局等においては、市における参集基準等と別に、所属における初動体制を整備す

るとともに、職員の参集基準を定める。また、消防局は、大阪市消防局災害活動支援隊

の参集基準を定める。 

 

 

 

第２節 関係機関との連携 

 

１  連携体制の整備 

(1)  関係機関等の連絡先一覧の作成等 

市は、国、府、府警察、他の市町村、指定（地方）公共機関その他の関係機関等の

連絡先（担当部署名、所在地、電話・ファックス番号、電子メールアドレス等）一覧

を作成・更新する。 

(2)  関係機関等との情報共有 

市は、相互に連携した対応が円滑に行えるよう、府、府警察、他の市町村、指定（地

方）公共機関その他関係機関等との意見交換・情報交換の場を設置する（又は設置さ
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れている場合は参加する）等により、関係機関等との情報の共有化等を図る。 

(3)  相互応援体制等の整備 

市は、武力攻撃事態等の発生時において、人的及び物的な相互応援が円滑に行える

よう、相互応援体制を整備する。 

消防局は、消防活動が円滑に行われるよう、他の市町村の消防本部との応援体制の

整備を図る。 

また、市は、保護措置の実施について、指定（地方）公共機関等の必要な協力等が

得られるよう、必要な連携体制の整備を図る。 

 

２  自主防災組織等との連携 

市は、保護措置等の実施にあたり、①避難住民の誘導に必要な援助 ②避難住民等の

救援に必要な援助 ③消火、負傷者の搬送、被災者の救助その他の武力攻撃災害への対

処に関する措置に必要な援助 ④保健衛生の確保に必要な援助 について、市民の自発

的な協力を得られるよう、自主防災組織等に対する普及・啓発や支援活動を行い、その

活性化の推進を図る。 

また、ボランティア関係団体等の理解・協力を得つつ、その連携方策について検討す

る。 

 

 

 

第３節 研修 

 

市は、保護措置の実施時において、措置従事者の適切な対応を確保するため、本計画の

内容のほか、国民保護法や国際人道法など保護措置の実施に必要な知識について、市職員

に対する研修を実施する。 

研修にあたっては、必要に応じて有識者等を講師に招くとともに、国が作成するビデオ

教材やｅ-ラーニング等を活用する。 

また、市は、自治大学校や消防大学校、市町村職員中央研修所、府などの研修を有効に

活用し、職員の研修機会を確保する。 
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第４節 情報収集・提供 

 

１ 情報収集・提供のための体制の整備 

市は、武力攻撃等の状況、保護措置の実施状況、被災情報、その他の情報等を収集及

び整理し、関係機関及び市民に対してこれらの情報の提供等を適時かつ適切に実施する

ための体制を整備する。 

また、保護措置の実施のために必要な情報の収集、蓄積及び更新に努めるとともに、

これらの情報が関係機関により円滑に利用されるよう、情報セキュリティ等に留意しな

がらデータベース化等に努める。 

 
２ 危機管理総合情報通信システムの整備 

市は、武力攻撃事態等における迅速な警報の伝達等に必要となる同報系その他の防災

行政無線のデジタル化を推進するとともに、災害情報を電子化し、データと地図、画像

による全庁的な防災情報ネットワークシステムである都市防災情報システムとの融合を

図り、市民への情報伝達をより効果的に行うため、危機管理総合情報通信システムの構

築を進める。 

 

３ 非常通信体制の確保・整備 

市は、武力攻撃災害発生時においても情報の収集、提供を確実に行うため、情報伝達

ルートの多ルート化や停電等に備えて非常用電源の確保、災害時優先電話、衛星携帯電

話の確保を図るなど、情報収集、連絡体制の整備に努める。 

また、市は、保護措置の実施に関し、非常通信体制の整備を図るものとし、自然災害

その他の非常時における通信の円滑な運用を図ること等を目的として、関係省庁や電気

通信事業者等で構成された非常通信協議会との連携に十分配慮する。 

 

 

 

第５節 広報・啓発 

 

市は、国や府などの関係機関と連携しつつ、市民に対し、広報紙、テレビ、ラジオ、パ

ンフレット、インターネット等のさまざまな媒体を活用するとともに、さまざまな機会を

通じて保護措置の重要性などについて広報・啓発を行う。 
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その際、点字や外国語を使用した広報媒体を使用するなどして、障がい者、外国人等に

配慮する。 

 

 

 

第６節 訓練 

 

市は、単独、又は国、府をはじめ関係機関、他の市町村等と共同し、防災訓練との有機

的な連携に配慮しつつ、保護措置についての訓練を実施する。 

訓練の実施にあたっては、以下に示す訓練項目などを実践的に実施できるよう、実働訓

練（人や物などを実際に動かす訓練）や図上訓練（状況付与に基づいて参加者に意思決定

を行わせる訓練）など訓練形態を適切に選択しながら行うほか、市民の自発的な協力を得

て、訓練を実施する。その際、特に配慮を要する者への的確な対応が図られるよう留意す

る。 

 なお、訓練後には評価を行い、課題等を明らかにし、計画の見直し等に反映させる。 

 ＜訓練項目＞ 

  ア 対策本部の設置・運営訓練 

  イ 被害状況、安否情報などの収集・伝達訓練 

  ウ 警報・避難指示などの通知・伝達訓練 

  エ 避難誘導訓練 

  オ 救援実施訓練 

 

 

 

第７節 備蓄等 

 

１ 市における物資及び資材の備蓄・整備 

(1)  防災のための備蓄の活用 

市は、住民の避難や避難住民の救援等に必要な物資及び資材のうち、保護措置のた

めの備蓄と防災のための備蓄とを相互に兼ねることができるものについては、地域防

災計画で定められている備蓄品目や備蓄基準等を踏まえて備蓄・整備し、適宜備蓄の

品目、備蓄量、備蓄場所、物資及び資材の供給要請先等の確実な把握、点検等を行う。 
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また、大量に備蓄することが困難な品目などについては、関係団体・企業の協力の

もと、事態発生時には優先的に調達できるよう、必要な体制の整備に努める。 

(2)  保護措置の実施のために必要な物資及び資材 

保護措置の実施のため特に必要となる化学防護服や放射線測定装置・除染器具等の

資機材については、国がその整備や整備の促進に努めることとされ、また、安定ヨウ

素剤や天然痘ワクチン等の特殊な医薬品等のうち、国において備蓄・調達体制を整備

することが合理的と考えられるものについては、国が必要に応じて備蓄・調達体制の

整備等を行うこととされていることから、市として、国等の整備状況の把握等に努め

る。 

 

２ 市が管理する施設及び設備の整備及び点検等 

(1)  施設及び設備の整備及び点検 

市は、保護措置の実施を念頭において、その管理する施設及び設備について、整備

し、又は点検する。 

(2)  ライフライン施設の機能性の確保 

市は、その管理する上下水道施設等のライフライン施設について、自然災害に対す

る既存の予防措置を活用しつつ、系統の多重化、拠点の分散、代替施設の整備等によ

る代替性の確保に努める。 
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 第２章        避難・救援・災害対処                       

 

第１節  避難 

 

１ 基礎的資料の準備 

市は、迅速に避難住民の誘導を行うことができるよう、住宅地図、道路網のリスト、

避難施設のリスト、公共交通機関の輸送力のリスト等必要な基礎的資料を準備する。 

 

２ 警報の伝達・通知 

(1)  警報の伝達・通知先の確認 

市は、府知事等から警報等の通知があった場合、市長が伝達・通知を行うことにな

る関係のある公私の団体等関係機関の連絡先、連絡方法等について確認しておく。 

(2)  府警察との連携 

市長は、警報の内容の伝達を的確かつ迅速に行うため、市の伝達体制や伝達手段に

ついて情報提供をするなど、府警察との協力体制を構築する。 

(3)  伝達ルートの確保 

市長は、きめ細かく警報の内容を伝達するため、自主防災組織等の地域住民組織、

社会福祉施設、病院、社会福祉協議会等の福祉・医療関係者、在阪領事館、外国語Ｆ

Ｍ局等との協力体制を構築・拡充するなどして、高齢者、障がい者、外国人等に配慮

した伝達ルートの確保に努める。 

(4)  大規模集客施設等に対する警報の伝達のための準備 

市は、府等から警報の通知を受けたときに、府との役割分担のもと警報の伝達を行

うこととなる市内に所在する学校、病院、大規模集客施設その他の多数の者が利用す

る施設について、連絡先、連絡方法を確認しておく。 

(5)  伝達方法の市民への周知 

 ア 伝達用サイレンの周知 

国民保護に係るサイレン音（平成１７年７月６日消防運第１７号国民保護運用室

長通知「国民保護に係る警報のサイレンについて（通知）」）について、国・府と

連携して、訓練等のさまざまな機会を活用して市民に周知を図る。 

  イ 放送事業者による放送の周知 

     警報の通知を受けた放送事業者である指定（地方）公共機関は、それぞれの国民

保護業務計画で定めるところにより、速やかにその内容を放送するものとされてい
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ることから、市長は、市民に対し、その旨をあらかじめ周知する。 

(6)  新たな伝達手段の検討 

警報の伝達手段に関して、現在市が保有する伝達手段のほか、新たな伝達手段につ

いて検討する。 

 

３ 避難誘導 

(1)  避難実施要領のパターンの作成 

市長は、市の他の執行機関、府、府警察、海上保安監部、自衛隊などの関係機関と

緊密な意見交換を行いつつ、複数の避難実施要領のパターンをあらかじめ作成し、府

に報告する。 

作成にあたっては、想定される事態を念頭に置き、避難先までの距離、避難までの

時間的余裕などを踏まえるとともに、高齢者、障がい者、乳幼児、病弱者、妊産婦、

外国人等要配慮者の避難方法、誘導方法、情報伝達方法等や、昼間人口の存在、交通

渋滞の発生状況などに配慮して作成する。 

(2)  避難行動要支援者の避難誘導 

市は、高齢者、障がい者その他自ら避難することが困難な在宅者の避難について、

地域で避難を支援する仕組みづくりに努める。 

(3)  近隣市との連携の確保 

市は、相互の支援の在り方等について意見交換を行うなど、近隣市と緊密な連携を

確保する。 

 

４ 避難施設 

(1)  避難施設の指定 

市長は、区域の人口、防災のための避難所の指定状況など地域の実情を踏まえ、事

態類型・事態例を念頭に置きつつ、避難施設を指定する。 

(2)  指定にあたっての留意事項 

ア  避難所として、学校等の施設を指定するほか、長期に避難を要する事態における

応急仮設住宅等の建設用地、炊き出しや医療の提供等の救援の実施場所、一時的に

集合させる場所等の確保を目的として、公園、広場等の施設を指定するよう配慮す

る。 

イ 一定の地域に偏ることのないよう、また、できるだけ多くの施設の確保に努める。 

ウ 防災のための避難場所として指定している施設等は、原則として指定する。 
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(3)  指定手続 

   市長は、指定にあたっては、区長を経由して、あらかじめ所有者、管理者、占有者

又は関係者（以下「施設管理者」という。）の同意を得、文書等により確認する。 

   市長は、避難施設として指定したときは、区長を経由して、その旨を施設管理者に

対し文書等により通知する。 

(4)  変更・解除手続 

   市長は、施設管理者に対し、指定施設の廃止又は用途変更等により、避難又は救援

の用に供すべき部分の総面積の１０分の１以上の増減を伴う変更を加えようとすると

きは、区長を経由して、文書等により市に届け出るよう周知する。 

   指定を解除したときは、市長は、区長を経由して、その旨を施設管理者に対し、文

書等により通知する。 

 (5)  指定情報の共有化と周知 

   市は、国の定める、避難施設について把握しておくべき標準的な項目に従って、避

難施設の情報を整理するとともに、国において全国的な共有化（避難施設のデータベ

ース化）を図るため、避難施設の情報を府に報告する。 

   また、避難施設の場所など避難を行うために必要な情報を、市民に周知する。 

 

５ 運送の確保 

市は、府と連携して、府が保有する指定（地方）公共機関である運送事業者の輸送力

及び輸送施設に関する情報を把握・共有するとともに、道路、鉄道、港湾等の輸送施設

に関する情報について把握する。 

 

 

 

第２節 救援 

 

１ 救援に関する基本的事項 

(1)  基礎的資料の準備 

市は、救援を実施する場合をかんがみて、関係医療機関のデータベース、備蓄物資

のリスト等の基本的資料を準備する。 

(2)  関係機関との調整 

市は、あらかじめ関係機関と調整を行い、救援に関する措置について円滑に実施で
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きるよう、必要な事項を定めておく。 

 

２ 安否情報の収集・整理・提供 

(1)  安否情報収集のための体制整備 

市は、安否情報を円滑に収集、整理、報告及び提供することができるよう、安否情

報の収集、整理及び提供の手順等をあらかじめ定め、必要な研修等を行う。 

(2)  安否情報の収集に協力を求める関係機関の把握 

市は、安否情報の収集を円滑に行うため、医療機関、学校等、安否情報を保有し、

収集に協力を求める可能性のある関係機関について、既存の資料等に基づいてあらか

じめ把握しておく。 

 

 

 

第３節  災害対処 

 

１ 被災情報の収集・連絡体制の整備 

市は、被災情報の収集、整理及び関係機関への連絡等を適時かつ適切に実施するため、

あらかじめ情報収集・連絡にあたる担当者を定めるとともに、必要な体制の整備を図る。 

 

２ 生活関連等施設の安全確保 

(1)  生活関連等施設の把握 

市は、市域に所在する生活関連等施設について、府を通じて把握するとともに、府

との連絡体制を整備する。 

また、市は、「生活関連等施設の安全確保の留意点について」（平成１７年８月２

９日閣副安危第３６４号内閣官房副長官補（安全保障・危機管理担当）付内閣参事官

通知）に基づき、自らの管理に係る生活関連等施設の安全確保措置の実施のあり方に

ついて定める。 

(2)  市が管理する公共施設等における警戒 

市は、その管理に係る公共施設、公共交通機関等について、必要に応じ、生活関連

等施設の対応などを参考にして、警戒等の措置を実施する。この場合において、府警

察、海上保安監部との連携を図る。 
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  第３章  赤十字標章等及び特殊標章等の交付及び管理                      

 

市長は、ジュネーヴ諸条約及び第一追加議定書に規定する赤十字標章等及び特殊標章等

を交付及び管理するため、これらの標章等の適切な交付及び管理に必要な事項について、

以下のとおり定める。 

 

第１節 意義 

 

千九百四十九年八月十二日のジュネーヴ諸条約の国際的な武力紛争の犠牲者の保護に関

する追加議定書（第一追加議定書）において規定される赤十字標章等及び特殊標章等は、

それぞれ医療行為及び保護措置を行う者及びその団体、その団体が使用する場所若しくは

車両、船舶、航空機等を識別するために使用することができ、それらは、ジュネーヴ諸条

約及び第一追加議定書の規定に従って保護されるとされている。 

市長は、これらの標章等の適切な交付及び管理を以下により実施する。 

 

 

第２節 赤十字標章等 

 

１ 内容 

(1) 標章 

第一追加議定書に規定される特殊標章（白地に赤十字） 

(2) 信号 

第一追加議定書に規定される特殊信号（医療組織又は医療用輸送手段の識別のため

の信号又は通報） 

(3) 身分証明書 

第一追加議定書に規定される身分証明書（様式のひな型は後掲のとおり） 

(4) 識別対象 

医療関係者、医療機関、医療のために使用される場所及び医療用輸送手段等 

 

２ 交付及び管理 

(1) 市長は、国の定める赤十字標章等の交付等に関する基準・手続等に基づき、具体的

な交付要綱を作成したうえで、以下に示す医療関係者等に対し、赤十字標章等を交付
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及び使用させる。 

ア 避難住民等の救援を行う医療機関又は医療関係者 

イ 避難住民等の救援に必要な援助について協力をする医療機関又は医療関係者 

ウ ア及びイに掲げる者からの委託により医療に係る業務を行う者 

 

(2) 市長は、区域内で医療を行う医療機関又は医療関係者（指定（地方）公共機関を除

く。）から赤十字標章等に係る申請を受けた場合は、交付要綱の規定に基づき、赤十

字標章等の使用を許可する。 

 

 

 

 

（白地に赤十字） 

 （自衛隊の衛生要員等以外の医療関係者用の身分証明書のひな型） 
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第３節 特殊標章等 

 

１ 内容 

(1) 特殊標章 

第一追加議定書に規定される特殊標章（オレンジ色地に青の正三角形） 

(2) 身分証明書 

第一追加議定書に規定される身分証明書（様式のひな型は下記のとおり） 

(3) 識別対象 

保護措置に係る職務等を行う者、保護措置のために使用される場所等 

 

 

 

 

 
（保護措置に係る職務等を行う者用の身分証明書のひな型） 

（オレンジ色地に青の正三角形） 
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２ 交付及び管理 

(1) 市長、消防長及び水防管理者は、「赤十字標章等及び特殊標章等に係る事務の運用

に関するガイドライン」（平成１７年８月２日閣副安危第３２１号内閣官房副長官補

（安全保障・危機管理担当）付内閣参事官（事態法制担当）通知）に基づき、具体的

な交付要綱を作成したうえで、それぞれ以下に示す職員等に対し、特殊標章等を交付

及び使用させる。 

ア 市長 

(ｱ)  市の職員（消防職員並びに水防管理者の所轄の水防団長及び水防団員を除く。）

で保護措置に係る職務を行う者 

(ｲ)  市長の委託により保護措置に係る業務を行う者 

(ｳ)  市長が実施する保護措置の実施に必要な援助について協力をする者 

イ 消防長 

(ｱ)  消防長の所轄の消防職員で保護措置に係る職務を行う者 

(ｲ)  消防長の委託により保護措置に係る業務を行う者 

(ｳ)  消防長が実施する保護措置の実施に必要な援助について協力をする者 

ウ 水防管理者 

(ｱ)  水防管理者の所轄の水防団長及び水防団員で保護措置に係る職務を行う者 

(ｲ)  水防管理者の委託により保護措置に係る業務を行う者 

(ｳ)  水防管理者が実施する保護措置の実施に必要な援助について協力をする者 

(2) 市長、消防長及び水防管理者は、特殊標章等の使用に係る申請を受けた場合は、交

付要綱の規定に基づき、特殊標章等の使用を許可する。 
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  第４編                 復旧等                         

 

   第１章              施設の応急復旧                          

 

第１節  基本的事項 

 

１  復旧のための体制・資機材の整備 

市は、所管する施設及び設備の被害状況の把握及び応急復旧を行うための体制及び資

機材を整備するよう努める。 

 

２  応急復旧の実施 

市は、安全の確保に配慮したうえで、武力攻撃災害発生後可能な限り速やかに、所管

する施設及び設備の緊急点検を実施するとともに、これらの被害状況等を把握し、被害

の拡大防止及び被災者の生活確保を最優先に応急復旧を行う。 

 

３ 通信手段の確保 

市は、保護措置を実施する上で必要な情報通信機器等に障害が生じたときは、予備機

への切り替えを行うとともに、安全の確保に配慮したうえで、速やかに応急復旧を行う。 

また、復旧措置を講じても、なお障害がある場合は、他の通信手段により関係機関と

の連絡を行うものとし、府を通じて総務省にその状況を報告する。 

 

４ 府等に対する支援要請 

市は、自らの要員、資機材などで応急復旧できない場合は、必要に応じ、府知事に対

し、必要な人員や資機材の提供、技術的助言その他必要な措置の支援を求める。 

なお、他の市町村との間で、あらかじめ締結された相互応援協定等がある場合などは、

その協定等に基づき応援を要請する。 

 

５ 主要施設の応急復旧 

(1) 市は、武力攻撃災害が発生した場合には、市が管理するライフライン施設について、

速やかに被害の状況を把握するとともに、被害の状況に応じて、応急の復旧のための

措置を講ずる。 



 - 112 -

(2) 市は、武力攻撃災害が発生した場合には、安全の確保に配慮したうえで、その管理

する道路、鉄道施設及びその所有する港湾施設について、速やかに被害の状況を把握

し、その状況を府に報告するとともに、被害の状況に応じて、障害物の除去その他避

難住民の運送等の輸送の確保に必要な応急の復旧のための措置を講ずる。 
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  第２章             武力攻撃災害の復旧                         

 

第１節  国における所要の法制の整備 

 

国は、国民保護法第１７１条の規定に基づき、武力攻撃災害の復旧に関する措置に係る

財政上の措置について、速やかに、法整備のための所要の措置を講ずることとされ、特に、

大規模な武力攻撃災害が発生したときは、武力攻撃災害による被災状況等を踏まえつつ、

本格的な復旧に向けての国全体としての方向性について速やかに検討することとされてい

ることから、市は、国が示す方針等に従って、府と連携し、市域の復旧を行う。 

 

 

 

第２節  所要の法制が整備されるまでの復旧 

 

市は、本格的な復旧に向けた所要の法制が整備されるまで、次の事項に留意して復旧を

行う。 

ア 武力攻撃災害により被災した地域の社会経済活動が低下する状況にかんがみ、被災

した地域、施設又は設備の復旧については、可能な限り迅速に行う。 

イ  被災の状況、地域の特性、関係する公共的施設の管理者の意向等を勘案しつつ、迅

速な復旧を目指すとともに、必要があると判断するときは、地域の実情等を勘案して、

当面の復旧の方向を定める。 

ウ  復旧にあたって、その対象となる施設の被害の状況、市及び府が定めた当面の復旧

の方向等を考慮して実施する。 
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  第３章       保護措置に要した費用の支弁等                 

 

第１節 保護措置に要した費用の支弁、国への負担金の請求 

 

１ 国に対する負担金の請求方法 

保護措置の実施に要した費用で市が支弁したものについては、国民保護法により原則

として国が負担することとされていることから、市は、別途国が定めるところにより、

国に対し負担金の請求を行う。 

 

２ 関係書類の保管 

市は、武力攻撃事態等において、保護措置の実施に要する費用の支出にあたっては、

その支出額を証明する書類等を保管する。 

 

 

 

第２節 損失補償、実費弁償、損害補償及び損失補てん 

 

１ 損失補償 

市は、国民保護法に基づく土地等の一部使用等の行政処分を行った結果、通常生ずべ

き損失については、国民保護法施行令に定める手続等に従い、補償を行う。 

 

２ 実費弁償 

  市は、国民保護法に基づく要請又は指示に従って医療を行った医療関係者に対して、

国民保護法施行令で定める基準に従い、その実費を弁償する。 

 

３ 損害補償 

市は、保護措置の実施について援助を要請し、その要請を受けて協力をした者、並び

に、国民保護法に基づく要請又は指示に従って医療を行った医療関係者が、そのために

死傷したときは、国民保護法施行令に定める手続等に従い損害補償を行う。 

 

４ 総合調整及び指示に係る損失の補てん 

市は、府対策本部長が総合調整を行い、又は避難住民の誘導に係る指示をした場合に
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おいて、当該総合調整又は指示に基づく措置の実施にあたって損失を受けたときは、市

の責めに帰すべき事由により損失が生じたときを除き、国民保護法施行令に定める手続

に従い、府に対して損失の請求を行う。 
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  第４章      市民の権利利益の救済に係る手続等                 

 

第１節 市民の権利利益の迅速な救済 

 

市は、保護措置の実施に伴う損失補償、保護措置に係る不服申立て、又は訴訟その他の

市民の権利利益の救済に係る手続を迅速に処理するため、市民からの問い合わせに対応す

るための総合的な窓口を開設し、次に掲げる手続項目について対応する。 

 

【市民の権利利益の救済に係る手続項目一覧】 

損失補償 

 （法第１５９条 

第１項） 

 特定物資の収用に関すること。（法第８１条第２項） 

 特定物資の保管命令に関すること。（法第８１条第３項） 

 土地等の使用に関すること。（法第８２条） 

 応急公用負担に関すること。（法第１１３条第３項） 

車両等の破損措置に関すること。（法第１５５条第２項に 

おいて準用する災害対策基本法第７６条の３第４項） 

  実費弁償 

（法第１５９条 

第２項） 

医療の実施の要請等に関すること。(法第８５条第１,２項) 

損害補償 

（法第１６０条） 

 市民への協力要請によるもの。（法第７０条第１,３項、 

第８０条第１項、第１１５条第１項、第１２３条第１項） 

 医療の実施の要請等によるもの。(法第８５条第１,２項) 

 不服申立てに関すること。（法第６条、第１７５条） 

 訴訟に関すること。（法第６条、第１７５条） 
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第２節 市民の権利利益に関する文書の保存 

 

市は、市民の権利利益の救済の手続に関連する文書（公用令書の写し、協力の要請日時、

場所、協力者、要請者、内容等を記した書類等）を、市公文書管理規則等の定めるところ

により、適切に保存する。また、市民の権利利益の救済を確実に行うため、文書を逸失等

することがないよう、安全な場所に確実に保管する等の配慮を行う。 

なお、市は、これらの手続に関連する文書について、武力攻撃事態等が継続している場

合及び保護措置に関して不服申立て又は訴訟が提起されている場合には保存期間を延長す

る。 


